
成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 和束町農業委員会

状況（平成３０年４月１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　

１８７

　　　　

５８０

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　

０ ７６７

経営耕地面積

　　　　　　　　

７２

　　　　

４８９

　　　　　

４

　　　　

４８５

　　　　　

０ ５６１

遊休農地面積

　　　　　　　　

１９

　　　　

１９

　　　　　

６

　　　　　

１３

　　　　　

０

　　　　

３８

農地台帳面積

　　　　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　

０

耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入及び作付面積統計における
農林業センサスに基づいて記入
農地法第３０条第１項の規定によは、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調

査により把握した第３２条第１項

２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

経営数（経営）

　　　　　　　　

経営数（経営）

認 定農業者

　　　　　　　　

５１

基本構想水準到達者
認定新規就農者

　　　　　　　

６

農業参入法人

　　　　　　　　

６

集落営農経営

　　　　　　　

１４

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　　　　　

′温

　

、

　　　　　　　

１４

※

　

業委員会調べ

蔓性需
数１１農業華
人）１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

４３４

自給的農家数

　　　　　　　

１７６

販売農家数

　　　　　　　　

２５８

　　

主業農家数

　　　　　　

１２５

　　

準主業農家数

　　　　　　

３２

　　

副業的農家数

　　　　　

１０１

※

　　

林業センサスに基づいて記入

１２５

　

※ 農林業センサスに基づい

３２

　

て記入。

く農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　

Ｈ

　

２

　

９年 ７月 １９日１

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

　

農協推薦 共済推薦 土地改良推薦 議会推薦

　　

計

農業委員数

　　　　　　　　

１３

　　　　

８

　　　　

１

　　　

１

　　　　

０

　　　　

４

　　　　

６

　　　

１４

　　

認 定 農 業 者

　　　　　　

－

　　　　

２

　　　　

１

　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

１

　　　　

３

　

女 性

　　　　　　　　　

－ ２

　　　　　

０

　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　

０

　　　　

２

　　

４０代 以 下

　　　　　　　

－

　　　　

０

　　　　　

０

　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

く農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｈ ３ ２年 ７月 １９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ９ ６ ６

農業委員

定数 実数

農業委員数 １４ １４

認定農業者 ２

農業者に準ずる者

女性 ２

４０代以下

中立委員

　

こととし 年度趣［で切り替わった場合はいずれも記載



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　　　

７６７ｈａ

　　　　　　　　　　

１４６ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

ｌ９．０３％

　　

虹

　　

…

　　　　

目

　

の

　

地面

　　　　

これまでの

　

面 貝

　

‐

　　　

木恨率

　　　

」
現

　　　

状

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　

　

　

　　

　 　 　 　　　　　
　

　　　　　　　

１釜倍の来峯滋洋離農鰯総帯濁諜言鰯猫藍墾叔蕩謡樹状である。裏町で義歯熱Ｅ等鞠と奨ず

　　

　

　　　　

　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 　　

　　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コ

　　　　　　

ア三

　　　　　　　　　

規模縮”・意向農家の優良農地を認定農家等に集積し、意欲ある農家の育成を図る必要があ

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における
耕地面積を記入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△法施‘－

　

則第１０条で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　

ず

　　　　

、

　　　

雲刃ピコ※２

　

これまでの集積面積は、活

　

定める者）へ利用集積されてし

２

　

平成３０年度の目標及び実績

※１ 集積目標は、活動計画
※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面
積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が目作又は利
用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
３月

　

５月末で利用権設定農地の賃借期間終了者に対して、更新等の案内通知を行
う。

　

９月

　

１１月末で利ｊｉ

　

‐定農↓もの員す昌“－＝￥了者に対して、更新
等の案内通

知を行う。

活動実績
３０年３月１４日

　

９月１０日定例会において各農業委員に担い手への農地集積推進を

行った。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標数値に対して実績が下回り、一定の評価に至らなかった。

活動に対する評価 常日頃から農業委員の活動により利用集積が図れた。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２経営体 ２経営体 １経営体

‘‘＋及布－硯参入者 年反新規参入者

　

２９年及ぉ－Ｔｒ入者

　

が一（得しだ農地面積

２．８ｈａ １．９ｈａ ０．７ｈａ

課

　　　　

題

　　　　

こ記

　

した過去３年の農地の権利夢二も件）新／こも新風参入者数を

　

記入し、法人雇用や

　

元

　　

は己

　

ヱい。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

達成状況（②／①×１００）

達成状況（④／③×１００）

※２

　

参入実環は、１
※３

　

参入実績面積 上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画

活動実績

の ÷Ｌたのに

　

に

　

口

　

をγ何日倒せ「」っ′」ｖノん

　

マー

　

′－「具汁 当÷γ記入日

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価

活動に対する評価



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

１

　

現状及び課題
遊休

　

地面積 Ｂ

　　　　　

リ合（Ｂ

　

ＡＸＩＯ０

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　　

７６７ｈａ

　　　　　　　　　　

３８ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

４．９５％

　

現

　　

状

　

，
目

　

の 地面積（Ａ

　

，

　　

農

　

槙（） ！ △

　　　　

）

　　

１

　　　　　　　

１

　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

題

　

１

　

課

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕
地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による
農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

Ｆ解消目標① １

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） 函

　　　　　

ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ％

※１ 解肖目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法１農地台帳データ、航空写真と照合しながら、現地調査を行った。

農地の利用意向
調杏 調査実施時期：８月～９月

その他の活動

　　

一 、日数（半神）

　　　　　　　　

●

　

，

　　　　　　

－」 ＝・甲彫りまこ －：期

活
動
実
績

調査 １８人 ８月 ～９月

　　　　　　　　　

１０月～１１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期

　

８月～９月

　

第３２条第１項第１号
口′ロ

　　　

」洩

　

．

　　　　　　　

１Ｚ， ／

箸

調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１０月～１１月

　

第３２条第１項第２号

　　　　　　　

第３３条

調査数：

　　

１２，９２７筆 調査数：

　　　　　

０筆

その他の活動

調

　　　　　　　

８６

　

ａ

　

≠ｐ

　　　　　　　　　

ａ

　　　

ー

　　　　

・

　　　　　

ａ

４

　

目標殆び活動に対する評価

目標に対する評価

活動に対する評価



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

て※

　

違反

　　

面 貝は、 戸

　

凹 こ司

　

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ‐①）

ｏｈａ ｏｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
各農業委員の協力を得ながら、許可転用と無断転用の判別調査を実施し、無断転用
の洗い出しを行う。

活動実績
３０年１２月１０日に各農業委員の協力を得て違反転用がないか農地パトロールを行っ
た。

活動に対する評価 農地パトロールにより違反転用の抑止になった。

詳細かつ具体的に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づくラ許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　　　

６件、うち許可

　　　

６件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農業委員による現地確認

是正措置

総会等での審議
実施状況 全件審議

是正措置

　

言

　　

へ

　

△

　　

の

　　　　

…

　

ｐ

　　　　

を１ 明した

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条ｆ
件数

６件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 公表していない

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

２ｏ日１１処理期間（平均）１

　　

２ｏ日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

　

（１年間の処理件数：

　　　　

６件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農業委員により現地確認

是正措置

総会等での審議
実施状況 全件審議

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 公表していない。

是正措置

　　

、

　　　　　　　　　　

柊

　

１

　　　

２０

　　

′ｎ

　　　　　

、′均 ２０日

処理期間
実施状況 標準処理期間１申 請 受理から

　

１，ｎ

　

（平均）ー

是正措置

３

　

農地所有適格法人からの報告への対応



点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
‘）いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

３法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　

１法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　

２法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　　

０法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

２法人

　　

提出しなかった理由

　

忘失

　　　

対応方針

　　　

再度督促

　　　　　　　　　　　

書を送付

うち報告書提出農地所有適格法人数 １法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　

２法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　　

０法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

２法人

　

提出しなかった理由

　

忘失

　　

対応方針

　　　

再度督促

　　　　　　　　　　

書を送付

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ２法人

提出しなかった理由 忘失

対応方針
再度督促
書を送付

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　

件

　

１公表時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成

　

年

　

月

情報の提供方法：

是正措置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

キｊ・

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　　

瑚牛

　

ー
取り弱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３０年５月，１１月

情報の提供方法：

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積
７６７ｈａ

データ更新：平成３１年１月

公表：公表していない

是正措置

※その他の事務
上記□からＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて

取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

（要望・意見〉

〈対処内容）

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

（要望・意見〉

（対処内容〉

※

　

＝～孤の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及
び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

　

１

　

総会等の議事録の公表

１

　　

表

　　　

その他の方法で公表しているＨＰに公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　　　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

１

　　

表

　　　

その他の方法で公表しているＨＰに公表している



綱一紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会 名： 精華町農業委員会

　　　　　　　　　　　　　

３７９

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握し
た第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　

農業者数（人）

　　　　　　　

者数

　　

ｌ

　

　　　　　　

　

　

　　

　　

　　

　

　

兼硯莱有数 １

　　

４６０

　　

１

　

１女性

　　　　

１

　　

２５０

　

１…宗ｎＭＴ

　

Ｉ テー
十

　

１４Ｕ１ｔ以 ｒ

　　　　

４１

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

新制度に基づく農業委員会

１任期満了年月日

　

Ｈ 年

　　

月

　　

日１

１

中で切り替わった場合はいずれも記載

５０

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

６５５

自給的農家数

　　　　　　　

３４４

販売農家数

　　　　　　　　

３１１

　　

主業農家数

　　　　　　

１１０

　　

準主業農家数

　　　　　

１４

　　

副業的農家数

　　　　　

１８７

※

　

農林業センサスに基づいて記入

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

１４

　　　

１４

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　

４

　　

認定農業者に準ずる者

　　

女 性

　　　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

　　

４０代以下

　　　　　　　

一

　　

中立委員

　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、年度途中

１任期満了年月日

　　

Ｒ

　

２年 ７月 ２０日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ５ ５ １８

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　

１２

基本構想水準到達者
認定新規就農者
農業参入法人

　　　　　　　　

５

集落営農経営

　

特定農業団体

　　

落営

　

組

　

、

※農業委員会調べ

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

　

農協推薦 共済推薦 土地改良推薦 議会推薦

　　

計

農業委員数

　　

認定農業者

　　

女性

　　

４０代以下



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
３９０ｈａ

　　　　　　　　　　　　

５．９ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ．５１（平成３１年３月現在）

集積面積は昨年度よりも増加したが、担い手の農業経営の安定、効率化に資する程度

のまとまりのある農地集積には至っていない。
課

　　　　

題

※ｌ
※２

　

ア 及び農業委員会法施行規則第１０条で

定める者）へ利用集積され

２

　

平成３０年度の目標及び実績

・

集積目標①
１
集積実績② （うち、新規実績）

１
達成状況（②／①×１００）１

　　　　　　　

ｌｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　

５．９ｈａ

　　

…

　　　　　　　　　　　　

１．２ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　

５９．０％

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入

※２ 集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の
総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又
は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 随時：質‘ｊ希望ｖノ荒廃１ニマついて、認定農業者等地域農業の担い手に集積を斡旋。

活動実績
１１月：貸付希望の荒廃地の所有者等に対し、利用意向調査を実施し、新規就農者等

への利用集積に繋げた。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
担い手への集積目標は達成することができなかったが、昨年度よりも集積面積は増や
すことができた。

活動に対する評価 荒廃地の斡旋、利用集積により、新規就農者を確保することができた。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２経営体 ２経営体 ０経営体

而ーｒｏー ＝－二；入者

　

が取得Ｌ升農挑市捨 得した農地面積 が取得した農地面積

０．５ｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題

　　　

－“ ＝，：； てきているものの、現状では参入者の確保は困難であるた朝，汀，ふ
』】‐、

め、関係機関や農家組織との情報共有により、掘り起しが必要。

※１

　　

規

　

入

　　

は、

　　

言

　

凹 こ司 こ

　　　　　　　　　　　　　　　

っ

　

こ

　　　

努

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　　

３経営体

　　　　　　　　　

０経営体

　　　　　　　　　　　　　

０％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　　

達成状況（④／③×１００）

　　　　　

１．ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 随時：新規就農を計画している方へ利用権による農地の貸借について、相談を行っていく。

活動実績 随時：親元就農者への利用権による農地の貸借について、斡旋し、利用集積に繋げた。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 親元就農者は確保できたものの、新規参入者の参入は図れなかった。

活動に対する評価
親元就農者へ農地を斡旋できたものの、新規参入者の相談はなかったため、参入促
進は図れていない。集落営農の推進の中で、確保す

べき課題であると考える。



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

１

　

現状及び課題

　　　　　　　　　　　　　　　

遊休

　

地面積（Ｂ）

　　　

割合（Ｂ／Ａｘｌｏｏ）

　　　　　　　　　　

管内の農地面積（Ａ）

　

（平成３１年３月現在）

　　　　　　　　　

３９０ｈａ

　　　　　　　　　　

３．７ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｏ．９４％
現

　

状

　

，

　　　　

，

　　

↑

　

１

　

△

　　　

１

「
課

　　

題

　

１農地禾Ｔ」用状況調査の円滑な実施と、遊休農地発生防止
房注意喚起こ努め、所有者等

‐

　　　　　　　　　

への指導を徹底し、また、一時的な解消とならないよう、貸し借り等の調
整も必要。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状
況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

解消日煙ｍ

　　

１

　　　

解消宝精⑦

　　　

１

　　

達成状況（②／①ｘＩｏｏ）

　

－

　　

“【ロＨＩ小Ｗ

　　

１

　　　

川ＩＨハ帆▽

　　　

１

　　

ハーかｒー、ＶｆＹｒ

　　　

十

　　

１

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

１．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１９人 ９月

　　　　　　　　　　

１０月～１１月

調査方法
９月：前年度調査結果、当該年の把握データ等を基に、区域ごとに担当の農業委員、農

地利用最適化推進委員を定めて調査。（新規発生の遊休農地があれば、状況を確認）
※周辺農業に及ぼす影響の大きい”デート

農地の利用意向
言周杏 調査実施時期：１１月

その他の活動

　

司；；員数（夫数）

　　　　　　　　　　　　　　　　

＝＝舎；ムズニフまご－

　

－ｍ

活
動
実
績

調査 １９人 ９月 １０月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １１月～１２月 調査結果取りまとめ時期 １月

第３２条第１項第１号 第３２条第１項第２号 策励朱

調査数：

　　　　

６４筆 調査数：

　　　　　　

筆 調査数：

　　　　　

筆

調査面積：

　　

３．７ｈａ 調査面積：

　　　　　

ｈａ 調査面積：

　　　　

ｈａ

その他の活動

３

４

　

目標及び活動に対する評価
．面罵対する評価 園鞭需灘

活動に対する評価 ・後は、荒廃地の有効利用が図られるよう、



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

現

　　　　

、

（平成３「年３月現在） ３９０ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ．ｌｈａ

て違反転用が解消されないところがある。

転用されてし

２

　

平成３０年度実績

　 　
　　　　

　

靴ａ「「
※繋実額繍は、年度束縛煮の違反転用面積を記入

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
違反転用の発生を防止するため、農家への啓発を図り、農業委員、事務局の日常の

状況把握に加え、１２月に実施する農地パトロールにおいて集約を図り、指
導を実施。

活動実績 違反転用の発生防止の為、広報誌や地元農業委員による農家への啓発等を実施。

活動に対する評価 是正されていないものがある。関係機関と連携した是正指導の強化が必要。



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　

４件、うち許可

　　

４件及び不許可

　　　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 複数の農業委員及じず…けせ員による現地調査、申請書類による確認。

是正措置

総会等での審議
実施状況 関係法令、審査基準に基づき、議案ごとに審議。

是正措置

　

書圭

　　

ハ史公＾

　

＝

　　　　　　　　　　

」“．口

　

々′ル友客’－、′

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者ハ総Ａ寺 ｖ－ ＝

　

、一ｉｉ。」久て
明した件数

４件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ○件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 り

　

●
＝蒙＝ノｒｌ▲ゞ

－

　

．・“・′

　

トンニ′≧ヲ豆

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

３ｏ日Ｈ処理期間（平均）１

　　

２５日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　　

９件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

トＺ

　

．－－一叱 曹没委日特び事務局職員による現地調査、申清一【．－…

是正措置

　

可基準、詔査結果に基づき、事業内容、立地状況、周辺農地への

総会等での審議
実施状況 ついて総合的に判断。

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録のＨＰ掲載等による公表。

是正措置

　　　　　　　　　

重円

　　　

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

、′

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受動）ら

　

３ｏ日１１処理期間（平均）１

　　

２５日

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　

０法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　　　

法人

１うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　

法人

　　

提出しなかった理由

１ 獅針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ０法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　　　

法人

１うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　

法人

　

提出しなかった理由

１ 獅針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　　　

２件

　　　

ｒ．・ｒ

　

′－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年３月

情報の提供方法；「農地の権利移動・借賃等調査」により府・国べ情報提供。

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　

…

　　

＝●

　　　　　　　

７３件
取りまとめ時期

　　

平成３１年３月

情報の提供方法；「農地の権利移動・借賃等調査」により府・国～情報提供。

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４２９ｈａ

データ更新：農地の利用状況調査結果、相続等の届出、農地法の許可、農用地利用集積
計画に基づく利用権設定等、その他補足調査を踏まえ、毎月更新。

公表：農地ナビで公表

是正措置

※その他の事務
上記口からＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画

を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまと
めること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

く要望・意見〉

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　　

た事務

（要望・意見〉

〈対処内容）

※

　

虹～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対
処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

１

　　

表

　　

」

　

その他の方法で公表している

　

ＨＰに公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　　　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

ー

　　

表

　　

１

　

その他の方法で公表している

　

ＨＰに公表している



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会 名：南山城村農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年３月３「日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 位：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面 積

　　　　　　　　　

１８８

　　　　

２８８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４７６

経営耕地面積

　　　　　　　　

８６

　　　　

２５９

　　　　　

４７

　　　　

２１２

　　　　　　　　　　

３４５

遊 休 農 地 面 積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１６

農地台帳面積

　　　　　　　

２３３

　　　

１９６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４２９

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調
査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

経営数（経営）

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　

３２

基本構想水準到達者
認定新規就農者
農業参入法人
集落営農経営

　

特定農業団体

　　

落営

　

温

　

、

※農業委員会調べ

墓 園蔓
数１１
農業
蔓
（人）１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

２１９

自給的農家数

　　　　　　　　

７８

販売農家数

　　　　　　　　

１４１

　　

主業農家数

　　　　　　　

４４

　　

準主業農家数

　　　　　　

４１

　　

副業的農家数

　　　　　　

５６

※

　

農林業センサスに基づいて記入

４４

　

※ 農林業センサスに基づい
４１

　

て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

－日制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

　

農協推薦 共済推薦 ±地改良推薦 議会推薦

　　

計

農業委員数

　　

認定農業者

　　

女性

　　

４０代以下

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月 １９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ５ ５ ４

　　　　　　　　　　

農 業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

１４

　　　

１４

　　

認定農業者

　　　　　　

－

　　　　

６

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　　

－

　　　　　

３

　　

女 性

　　　　　　　　　

－

　　　　

４

　　

４０代以下

　　　　　　　

－

　　　　

Ｏ

　　

中立委員

　　　　　　　

一

　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切

実数

　　　　

農地利用最適化推進委員

　　

１４

　

６

　

３

　

４

　

０

　

Ｉ

度途中で切り替わった場合はいずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　　　　　　

仙

　　　　　　

目

　

の Ｒ地面

　　　　　　

これまでの

　　

面

　　　　　　　　　　

貝率

　　　　

．灰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１０，７１％

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　　

４７６

　

ｈａ

　　　　　　　　

４６，ｌ

　

ｈａ

　　　　　　　　　

本村は中山間地帯であることかた、耕作条件の良い農地が少なく、また、２８．５％という圃場整備

　　

課

　　　　

題

　　

率の低さから、担い手への面積集積には限界がある。だからこそ、限
られた圃場整備事業実課

　　　　

題

　　

率の低さから、担い手への面積集積には限界がある。だからこそ、

　　　　　　　　　　

の－」

　　　

には、重点的に取り組んでいかなければなら
≠

※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法
施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

目標①
１
集積実績② （うち、新規実績） １

１

達成状況（②／①ｘｌｏｏ）１

　　　

１６ ｈａ

　　　　　　　

５１ ｈａ

　

重

　　　　　　

４．９ ｈａ

　　　　　　　　　

３１８．８％

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入※１

　　　

目 がは、

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手
が目作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
・４月及び９月に、契約期間満了となる対象者に対して契約更新の木，

．
，通知．も行）。

・１１月もしくは３月に、農業委員会広報にて農業経営基盤強化促進法による利用権設
定の制度等の周知を実施する。

活動実績
農業委員会だよりによる利用権設定の周知活動を行った。

目

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 これまでの集積実績を農地台帳との整合をはかったので、達成状況率は大きくなった。

活動に対する評価
農業委員会だけでは難しく、今後は農地中間管理機構等で、広く担い手へ農地の集
積を行う必要がある。



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

１

　

経営体 ３

　　　

経営体 ３

　　　

経営体

；長上葬農部，面結 が取得し力豊押，面積 が取得した農蜘面積

０．３

　　　　

ｈａ １．２

　　　　　

ｈａ ０．６

　　　　

ｈａ

課

　　　　

題 農家の高齢化や後継者不足のため、新規参入者の農地の確保や支援、育成を行う

※１ 新規参入者数は、活

　

。

　

に記 ゲ

　　　　　　　

ノ′Ｉ歴一 別じＩＴっ

　

こ

　　　

”

　

侶 媒

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　

１ 経営体

　　　　　　　　

３

　

経営体

　　　　　　　　　　　

３００％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　　

達成状況（④／③×１００）

　　　　　

ｌ

　

ｈａ

　　　　　　　　　　　　

ｏ．６

　

ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６０％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入．

　　　　　　　

は

　

上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入
※２

　

参入実績は、１年間に

　

たにク入しこ
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 新規就農を計画している方へ利用権による農地の賃借について、相談を行っていく

活動実績 新規参入者の相談、農地の斡旋について継続的に対応をしている

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 参入面積は達成しなかったが、目標経営体数は目標達成できた。

活動に対する評価 概ね活動計画どおり実施できた



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

１（嗣），嘉島副書斎豊麗議藁響

　　　　　　　　　　　　

毎年新たな耕作放棄地が発生しているが、耕作放棄となる原因が「鳥獣被害の深刻化」「農業従事者の高齢化」
「担

　　　　　　　　　　　　

しかしながら、耕作放棄地が隣接農地の営農に影響を及
ぼすことがないよう、保全管理の実施を啓発・指導していか

　　　　　　　　　　　　

なければならない。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による
農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標① １

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） １

　　　　　　　

０．５

　

ｈａ

　　　　　　　　　　　　

ｏ．６

　

ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２０％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査 嗣勤法ｉ暴鷺謡
農地の利用意向
調杏 調査実施時期：９月

その他の活動

　

調査員数（実数）

　　　　　

調査実施時期

　　　　　

調宜結果取ッまとめ崎期

活
動
実
績

調杏 １９

　

人
－－－－・

　　　　　　

１

　　　

１Ｏ月～１リヨ９月～１０月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １２月

　

第３２条第１項第１号

調査数：

　　　

８

　

筆

調査結果取りまとめ時期

　　　　　　

１２月

　

第３２条第１項第２号

　　　　　　　

第３３条

調査数：

　　　　　　

筆 調査数：

　　　　　　

筆

調杏面積：

　　

２．２

　

ｈａ 調査面積：

　　　　

ｈａ 調査面積：

　　　　

ｈａ

その他の活動 農業委員／最適化推進委員による農地パトロールを実施

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価

　　　　　　　　　

，ジ二尻、高齢化等の影響を受けている。

活動に対する評価 … －－

　

ノキ：ｉ用状況調査、意向調査を実施し、活動は概ね計画どおり実施するこ
とができた。がりｒ



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題
面積（Ａ）

　

」１ 違反転用面積

　

筋 ｈａ＝ｕ
管内の農地面積（Ａ）

　

」１

　　　　

違反転用面積（Ｂ）

４７６

　

ｈａ

　　

！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ

　

ｈａ

同様に年々増加する可能性があることから、遊休農地対策と平
指導や注意喚起が必要となる。

※

　

考曇内の農地面』腰は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に
違反して

考曇内の農地面』腰は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計にお
違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又キ
転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ－①）

ｏ

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
農業委員による普段のパトロールにより早期発見、農業委員会だよりによる広報等で
発生防止に努めるとともに、違反転用者の指導にあたる。

活動実績

活動に対する評価

医用の“￥況や〒即発見‐不然防止のためそγ何月に何日１＝ｉせ↑」ったのか讐

詳細かつ具体的に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数： ４

　

件、うち許可

　

３

　

件

　

及び不許可 １ 件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 また、事務局でも申請人等から事実関係の間取りを行いながら、添付書類その他参考資料による書

類審査を行っている。

是正措置

　　　　　　　

ー

　

ず

　

…

　　　

ｏ

　

一

　　　　　

） の

　　　　

、 まえた

総会等での審議
実施状況 審

査基準を踏まえた審議、及び地元農業委員からの事実関係を踏
議。

是正措置

ｉ

　　　

ｌ

　　　　　　

、△

　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

一

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

３件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 １件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録の公表

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から ２ｏ

　

日１１処理期間（平均）１

　　

１５日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：１０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 また、事務局でも申請人等から事実関係の闇取りを行いながら、添付書類その他参考資

料による書類審査を行っている。

是正措置

　

こ

　　　　　　　　　

行っ

　　

、 。

　　　　　　　　　　　　　

、

　

テ

　　　　

ー

　　　　　　　　　　

や －

　　　

－

　　　　　　　　　

）

　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　

．

　

こ

総会等での審議
実施状況 審査基準

を踏まえた審議、及び地元農業委員からの事実関係を踏まえた審
議。

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録の公表

是正措置

　　

、

　　　　　　　　　　　

童樫

　　

）

　　

２０

　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　

－

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

２ｏ日１１処理期間（平均）ｌ

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１ 法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

１ 法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 １ 法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　

法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　　

５

　

件
≠期
平成

　

３１ 年

　

３

　

月

情報の提供方法：農業委員会だより

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

・Ｈ爪．一ｒ＝＝ ” 納．・、・” ３６

　

件
取りまとめ時期

　　

平成

　

３１年３

　

月

情報の提供方法：「農地の権利移動・借賃等調査」により府・国べ情報提供を
行った

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　

４７６ｈａ

データ更新：固定資産税システム及び住基データとの照合作業、利用状況調査結
果、相続等の届出、農地法許可、利用権設定等、その他必要に応じて随時更新。

公表：

是正措置 ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

※その他の事務
上記口から切に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめるこ

と。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

（要望・意見）

　

意見なし

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

〈要望・意見〉

　

意見なし

〈対処内容〉

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

．富豪叢
る

　　　　

１

　

農業委員会事務局で縦覧を行っている

ＨＰに公表している

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　

意見の提出件数

　　　　

０

　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

２

３

　

活動計画の点検・評価の公表

／／－

　　

表

　

唾＞

　

その他の方法で公表している

　　

ＨＰに公表してい



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業委員 会名： 亀岡市農業委員会

農業委員会の状況（平成３０年４月１日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　

２６５０

　　　　

１０９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２７６０

経営耕地面積

　　　　　　

１３１７

　　　　

１０３

　　　　　

８４

　　　　

１９

　　　　　　　　　

１４２０

遊休農地面積

　　　　　　　

４，６

　　　　

０．２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４．８

農地台帳面積

　　　　　　　

２７１０

　　　　

１５０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２８６０

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把
握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

劃電撃
１饗１

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

８７

基本構想水準到達者
認定新規就農者

　　　　　　

３７

農業参入法人

　　　　　　　

３１

集落営農経営

　

特定農業団体

　

　 　

　　

　

※

　

業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２４９３

自給的農家数

　　　　　　　

６８６

販売農家数

　　　　　　　　

１８０７

　　

主業農家数

　　　　　　

４７８

　　

準主業農家数

　　　　　

８７

　　

副業的農家数

　　　　

１２４２

※

　

農林業センサス（２０１５）に基づい

４７８

　　

※ 農林業センサス（２０１５）に

８７

　　

基づいて記入。

、て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

　　　　

雁期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月１９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ２９ ２９ １８

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　　

中立委員

１９ １９

認定農業者 ２

認定農業者に準ずる者 ５

女性 ３

４０代以下 ２

中立委員
ｙ

　　　　　　

ー Ｉ

、ずれも記載



虹

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

現

　　　　

状

　　　　　　　　　　　

２７６０ｈａ

　　　　　　　　　

３３８ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

１２．２％（平成３０年４月現在）

課

　　　

題

　　

個人の担い手は増えてきているが、集落組織での集積ができず、集落の組織
づくり

　　　　　　

が必要。

及び農業委員会法施行規則第１０条で※２

　

これまでの

　

貝

　　

；、

　

定める者）へ利用集積されてし

２

　

平成３０年度の目標及び実績

※１

　　

貝目 ホは、

　　　　　

‐ こ

　

貝

　　　　

百

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用して
いた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画

日何を行っヌ軍所噂等詳細かつ具霜爾両園記入

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 実態に即した形で目標を設定し直す。

活動に対する評価 農用地利用集積等を効果的に行うことができた。



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

３経営体 ８経営体 １３経営体

市」＝フ７年ｚ駁扇，が 入者

　

が取得し方砦地面嶺 号した島地山・ｒ； が取得し井島．ｒしＴ積

１．２ｈａ ３．３ｈａ ３．２ｈａ

課

　　　　

題
担い手の文叛・官煉を行っているが、高齢化、次二言不足につい 深刻な状況と
なっている。新規就農者等の育成や、定年帰農者の確保を進めていくことが課題で
ある。

※１ 新規参入

　

、′ は、

　　

言 回 こ記

　　

ず の

　　　　　　　　　　

っ

　

こ

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　

５経営体

　　　　　　　　　

６経営体

　　　　　　　　　　　

１２０％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　

． 達成状況（④／③×１００）

　　　　　　　

３．ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　

２．ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　

６６．７％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した

　　　

入

　　　

記
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 随時、相談を積極的に受け入れ、新規就農者の確保に努める。

活動実績 相談を積極的に受け入れ、新規就農者の確保に努めた。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 妥当

活動に対する評価 妥当



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

１（事掌）１盛一議題霊護憲議題無毒豪儀謝

　　　　　　　　　

農業収入の低下による担い手不足、高齢化により、所有者はもとより地域においても農地の維

　　　　　　　　　

のかという抜本的な考えをもとに、総合的な施策が必要。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調
査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標① １

　

解消実績②

　

１ 達成状況
（②／①×１００） １

　　　　　　

ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法 ・農地利用最適化推進委員及び農業関係団体による検討会開催

農地の利用意向
言周杏 調査実施時期：１０月～１１月

その他の活動

　　

調査日．数（丁
Ｍ）

　　　　

調合実地什ル＝

　　　　　

，，需一 累取りま 沖
－二期

活
動
実
績

言周沓 １３９人 ７月 ～８月

　　　　　　　　　

９月～１０月

農地の利用意向
調査

調査実施時期１０月～１１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　

１１月～１２月

銘“条第１項弟１号 第３ｚ条第１項弟△号 第３３条

調杏数：

　　

１１筆 調査数：

　　　　　

筆 調査数：

　　　　　

筆

その他の活動

ョ

　　　　　

：

　　

１，

　

ａ

　　　　

ｉｐ

　　　　

員：

　　　　　　　　

ａ ゴロ

　　　　

：

　　　　　　　　

ａ

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 妥当

活動に対する評価 妥当



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

現

　　　　

状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０．５ｈａ（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　　　　　　

２７６０ｈａ

　　　　　　

告するとともに、行為者に対しても指導している。また、早期に農
地復元するよう、都

課

　　　

題

　　

市計画法関連機関と共に指導している。同様の事案の発生を防止するため、農地パ

　　　　　　

トロールを実施するほか、農業者に対し、周知を図る。

※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１
項の規定等に違反して

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ－①）

０．４ｈａ ０．ｌｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
・違反転用の是正招導等を随時実施する。
・６～７月 農地パトロールを実施
・１月

　

農業委員会だよりでの農業者等への周知

活動実績
・違反転用の是止ふ導

．
．…Ｌ三二穴比した。

・６～７月

　

農地パトロールを実施した。
・１月

　

豊仙：員賞／ごよりでの農業者等へ周知した

活動に対する評価 妥当

詳細かつ具体的に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１ 農地法第３条に基づ〈許可事務

　　

（１年間の処理件数：７４件、うち許可７４件及び不許可０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 農地法第３条の基準を踏まえた審議

是正措置 特になし

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者 ．総公尊ぐの指；高く。－。」条ｒ：すを説
明した件数

０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ○件

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録の閲覧により公表

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受動）ら

　

２ｏ日１１処理期間（平均）－

是正措置 特になし

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：４０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農業委員と事務局による現地調査及び書類審査

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 許可

基準を踏まえ、転用目的、必要性、確実性等及び：

　　　　　　　　

会での説明により総合的に判断

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録の閲覧により対応

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

３ｏ日１１処理期間（平均）－

　　

３０日

是正措置 特になし



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
｛）いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　

２４

　

法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

８

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　

１６

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

８

　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

８

　

法人

　　　

提出しなかった理由

　　　　　　　　

担当者繁忙のため

　　　　

対応方針

　　　　　　　　　　　

督促通知を出す

うち報告書提出農地所有適格法人数 ８

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　

１６

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

８

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

８

　

法人

　

提出しなかった理由

　　　　　　　　

担当者繁忙のため

　　　

対応方針

　　　　　　　　　　　

督促通知を出す

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ８

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ８

　

法人

提出しなかった理由 担当者繁忙のため

対応方針 督促通知を出す

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　

１０１件
公表時期

　　

平成３１年１月

官報ｖノ提供方法：農業委員会だより・市ホームページ

是正措置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

キ′・Ｌ、

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

取りキト、

卿且 コ^孫‐悶 … …サー・熱 平成３１年３月

情報の提供方法：「農地の権利移動・借賃等調査」により府・国へ報告

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　

２８６０

　

ｈａ

データ更新：随時更新

公表：インターネットによる公表

是正措置

※その他の事務
上記ロからＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画

を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取り
まとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

　

く対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　　

た事務

（要望・意見〉
意見なし

〈対処内容〉

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針につ
いて記載

狐

　

事務の実施状況の公表等

　

１

　

総会等の議事録の公表

Ｈｐに公表している （′；孝司他の方法で公表しているニノ

農業委員会事務局に備え付け

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　　

０件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

＜」邑ｐに公表してし；まるＤ

　　

その他の方法で公表している



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員

　

会

　

名 ：

　

南丹市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３０年４月１日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

払：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面 積

　　　　　　　　

２，５２０

　　　　

２１８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，７３８

経営耕地面積

　　　　　　

１，６９３

　　　　

９７

　　　　　

７７

　　　　　

２０

　　　　　　　　　

１，７９０

遊 休 農 地 面 積

　　　　　　　　

９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９

農 地 台 帳 面 積

　　　　　　

２，５６６

　　　　

２９５

　　　　

２９５

　　　　　　　　　　　　　　　　

２，８６１

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調
査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　

農業者数（人）

農業就業者数

　　　　

６，４２１

　　　　　　

侶 数 人

　

ｌ

　　

　

　

　　

　

　　

　

　

　

　

　　

莱乍 叡 １

　　　　　　

１

　

１屠；件

　　　　

ｌ

　

１ハ
．」

　　　

１

Ｉ

　　　　　　　　　　

３，２４４

　

４０代以下

　　　　　

１，６６７

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　

２，８０４

自給的農家数

　　　　　　　

９３１

販売農家数

　　　　　　　

１，８８３

　　

主業農家数

　　　　　

１２５

　　

準主業農家数

　　　　　

３３４

　　

副業的農家数

　　　　

１，４２４

※

　

農林業センサスに基づいて記入

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１９ １９

認定農業者 ６

認定農業者に準ずる者 Ｉ

女性 Ｉ

４０代以下

中立委員 Ｉ

任期満了年月日

　　

Ｈ

　

３

　

３年

　　

６月 ３

　

０日

定数 実数 也区数
曲．・′１円目：高ｒｈ雑圭；＆′〆‐呂 ２９ ２９ １９



Ｄ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

（晶ｏ年４月溌）」１
‘Ｅ

　

．ー
煽ぎ
賓
ヨ
ーｙ 「‘ｚｒ罰こ

一 面１ ％

　

課

　　

題

　

優美篤章羅亭有
齢書簡養護落害
営豊馨覇総監警護犠等退記そ篭策農繁驚き幕間美麗掌状の況

担塩素〆
※１

　

日向の扇

　　　

罰

　

、 調音ド

　

こ言 轍

　

こｄ詳

　　　

『

　

胴

　　

紀戸『」

　　　

掛

　　　　

日

※２これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

２

　

平成３０年度の目標及び実績

．

集積目標①
１
集積実績② ， （うち、新規実績）

１
達成状況（②／①ｘｌｏｏ）１

　　　

３８６．３

　

ｈａ

　　　　　　　　

４０１．６

　

ｈａ

　

ｌ

　　　　　　　　

１６．４

　

ｈａ

　　　　　　　　　

ｌｏ４．０

　　

％

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入※１ 集積目標は、活動計画に記載した

　　

面貝

　

記入

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用してい
た農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画

９月

　

農業委員会だよりなどを活用し、農地利岸
′・ふ計画による利用権設定制度の周知

　　　　　　

－‐柳′」永吉に対し再設定の手続き案内の送付９月

　

利二ｒｌ：◆”・執刑

９月～１１月

　

農業委員、農地利用最適化推進委員による新規利用権設定者の掘り起こし

及び担い手へのあっせん活動

活動実績

　　　　　

正のボく扇れ…吉に再設定の手続き案内の送付９月

　

‘＝：Ｌ＾ Ｌ

　

′Ｌ

９月～１１月

　

農業委員、農地利用最適化推進委員による新規設定者の掘り起こし及び担

い手へのあっせん活動

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
今後；十国但つ珠罰↑…－÷』・肋

　

ノｉ三し、手の状況等を考慮し、目標値を設定する必要が

ある。

活動に対する評価
今後も地域ごとの担い手の育成とともに、担い手の利用集積計画の情報収集と農地の
貸し手の把握に努め、利用権の更新及び新規設定の開拓をしていく必要がある。

２



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　　

２７

　　　

折

　　

入

　　

′

　　　

２８年

　　　

ク 入

　

′

　　　　

２９ ヌ

　　

汐 入

　　　　　　　　　　　　　

１８ 経営体

　　　　　　　　

１０ 経営体

　　　　　　　　

１０経営体

　

新規参入の状況

　　　

２７年

　

所

　

り入

　　　　　

２８ 新規

　

入

　　　　　　

２９年

　　　

参入

　　　　　　　　　

が取得した農地面積

　　　

が取得した農地面積

　　　　

が取得した農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７．６

　　

ｈａ

　　　　　　　　　　　　

２．６

　　

ｈａ

　　　　　　　　　　　　

３．２

　　

ｈａ

　　　　　　　　　　

農家の高齢化や米価の下落などから遊休農地が増加しており、担い手の育成・確保を図るなど、農業・

　　

ョ課

　　　　

題

　　

農村の活性化が急務となっている。 そのため、認定農業者制度や集落営農の法人化の意義、京力農

　　　　　　　　　　

場プランによる将来のメリットについて啓発に努め、新規参入者を確保する必要がある。

．

　　

↓

　　　　　　　

′

　　　　　　

ニ

　　　

ア登

　　　　

ず、

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

ー ずズ

　　　　

努※１

　　　

％

　　　　　　　　　

－

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　

１０経営体

　　　　　　　　

９

　

経営体

　　　　　　　　　　

９０

　

％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　　

達成状況（④／③×１００）

　　　　

３．ｏ

　　

ｈａ

　　　　　　　　

２．４

　　

ｈａ

　　　　　　　　　　　

８０

　

％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入※２ 参入

　

罰ま、１

　　

に

　

ここ

※３ 参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
南丹市ケーブルテレビや農業委員会だよりなどを活用し、制度の周知や普及に努める
とともに、新規参入者の掘り起こし活動を行う。

活動実績
南丹市ケーブルテレビや農業委員会だよりなどを活用して農業委員会活動の啓発を行
うとともそこ農業委員、農地利用最適化推進委員等から情報を収集し、新規参入者に啓
発活動を実施した。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 今後は地域事情を考慮した目標数値の検討が必要。

活動に対する評価 今後も広報媒体を活用し、新規参入者に対する啓発活動の積極的な実施が必要。

ｑ
ｙ



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

現

　　　　

状
′市Ｆｅｍ年４月現在） ２，７３６．８

　

ｈａｌ，

　　　　

８．８

　

ｈａ

　

ｌ…

　　　　　

ｏ．３２

　

％

課

　　　　

題

農業従事者の高齢化、地域農業を支える担い手不足、集落営農組織の弱体化、
米価の下落等

により遊休農地予備軍が増加傾向にあるため、農地利用状況調査を通じた農地の現況把握と遊

休農．・：有名；一対 ・

　

沓の実施とともに利用権設定の働きかけや的確な指導が必要で
ある。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積
と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定
による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　

解消実績②目標①回←

　

－ 「］成嗣嗣幽もき緊回…１ｌ

　

ｈａ ＝

　　

・

　　

２Ｅｆ ｆａ」

※１ 解シ

　

目標は、
、Ｅ型婦

　　

こ司 戦

　

こ難封

　　　　

－

※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

　

ｎの

　

酉の、

　

に口けた活動

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法

［期間］（８月下旬）荒廃農地の発生・解消状況調査の実施

［体制］ 蜜調駿
より、農業委員・農地利用最適化推進委員と随行員１名に

　　　

調査区域は、２名又は３名の農業委員、農地利用最適化推
進委員の

［調査］ 担当区域とし、，：．

　

一菖蟹商用農地を明確にする中で農業振興

　　　

地域整備計画の農用地区域内農地及び周辺優良農地を調査

　　　

調査後は農地の現況、所有者の農地利活用の意向、対象地の地域
［検討］ 事情などを踏まえて地域別検討会を開催し、情報共有を図り、解消

　　　

に向けた委員活動や是正に向けた指導通知を行なう。

農地の利用意向
ｉ恩杏

調
時蕩
実施

　　

１１月

その他の活動

　　

瀬舎日数（↓ニ
、’

　　　　　

繭 骨ギ柵時期

　　　　　

源・′．甲不ｖり しめー別

活
動
実
績

調杏 ５９人 ８

　　　　　　

月

　　　　　　

８月 ～

　

１０月

農地の利用意向
調査

その他の活動

調査実施時期

　

１１ 月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１１月 ～

　

１２月

第“冬第１項第１号 弗ｖ］小二１唄宗ｚ号 第３３条

調査数：

　　

８２

　

筆 調査数：

　　　

－

　　

筆

　　

ｗ期且数：

　　　

－

　　

筆

調査面積：

　

７．７

　

ｈａ

　

調査面積：

　　　　　

ｈａ 調査面積：

　　　　　

ｈａ

４

　

自選履び活動に対する評価

目標に対する評価
詳細な調査を実施し新規遊休農地を確認したが、目標達成はできた。また、土地所有者等に対して、農

地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノーン、””・・・”

　

．‐′′」イロの利活用の意向を確認し、その結果に基づいて農業委員、農
．ル↑－ｍ÷せ”．…”ーｈ、ふ

談活動を実施しており、目標は妥当である。

活動に対する評価
農業委員、豊

…・ｍ即立＝…″ィ三「日常活動や個別指導により遊休農地の解消は進んでいるが、国

の「荒廃農地等利活用促進交付金」や「南丹市耕作放棄地解消事業」などを活用し、荒廃農地の解消に向

ナた貝，．”

　　

”“”－ぐある

４



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

　　　　　　　　

農業委員会だより、ＣＡＴＶなどを活用し、農地法遵守に対する農家の意識向
上を図る　　　　　　　　　

　　　　　　　　

地元農業者の目も行き届きにくく、違反転用の早期発見が難しいため、行政組織と
一

　　　　　　　　

体となった監視体制が必要である。

※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で

　

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ‐①）

ｏ

　　

ｈａ ｏ

　　

ｈａ

Ｒ

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
農業委員や農地利用昂満作……委員による担当地域の農地の動向把握や農地パトロールの実
施により、早期の発見を目指す。また、農業委員会だより、お

知らせ、ＣＡＴＶ等で農家に対する農

地法の周知を強化し、法令順守意識の向上を図る。

活動実績
６月

　

ＣＡＴＶによる農地パトロールのお知らせ

８月 「お知らせなんたん」を活用し、農地法に基づく申請及び農地パトロール実施の周知
８月

　

延べ５日間１７班二÷…’▼ｒ７”

　　

清口」派，．とＴ心にした農地パトロ」ルの実
施

活動に対する評価
利用状況調査による細部に渡る農地パトロールと農業委員、農地利用最適化推進委
員による日々の農地の状況把握を引き続き実施する必要がある。



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１ 農地法第３条に基づく許可事務

（

　

１年間の処理件数：

　

７８件、うち許可

　

７８

　

件及び不許可

　

０

　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 申請前に

地区担当委員Ｊミ三

　　　

二

　

｛」し、、申請後に事務局が申請キ
等の確認をするとともに、農業委員２名と事務局で現地確認を実施する。

是正措置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｊ

　

の

　　　

認の説明後、地区担

総会等での審議
実施状況

農業委員会総会において、事務局から申請内容や関係法令・審査基準の要件確認の説明後、地区担

当委員から申請経緯や地域営農への参画等の説明を受け審議する。新規就農者・営農者には会纏へ

出席要請を行い、営農計画等を聴取し審査する。

是正措置

　　

豪主

　　　　

る△／＼愈★

　

；

　　

”^．ー」ー

　　　　　　　

；・・・三

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者 総公尊ぐリノ司高く，，口一条汁寺を説
明した件数

７８

　

件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０

　

件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 事務局に会議録を備え置き、公表している。

是正措置

　

西、

　　　　　　

誇重樫理から

　

２８日

　

処理期間（平均）

　　　　

２２

　

日

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

２８日＝ 処理期間（平均）－

是正措置 申請書提出期間、申請締切日の周知徹底を図る。

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：１２

　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

　　　　　　　

ー一”憎●．・ーー：↓ｉｉｖ、、甲言蔚後に事務局が甲詰ｉ申…”‐， ｒ‐‐

　

メハ～
等の確認をするとともに、農業委員２名と事務局で現地確認を実施する。

是正措置

　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

の

　

牛確認の説明後、地区担当委員から

総会等での審議
実施状況

事務局から申請内容や関係法令・許可基準等の要件確認の説砂
申請経緯や周辺農地への影響等について説明を受け審議する。

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 宮波冒Ｔｒ＾薯個÷驚÷置き、公表している。

是正措置

　　　　　　　　　　　　　　

～

　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　

３７

　

日

処理期間
実施状況 標準処理期間１受動も ３５日～ 岬＝処理期間（平均）ｌ

是正措置 申請書提出期間、申請締切日の周知徹底を図る。

ｂ^



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
ついて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２１ 法人

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　

２１ 法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　

０法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　　　　

０法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　　　

０法人

　　　

提出しなかった理由

　　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ２１法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　

０法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　　　　

０法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　　　

０法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことをも，背ノ．↑

ー
，

　　　

｝人数
法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃借件数

　　　　

１４１ 件 １公表時期 平成

　

３１年

　

３月

情報の提供方

　　　　

市ホームページ及び農業委員会だよりで公表する。

　

法：

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況
調査対象椿－ｉ移動等件数

　

７８

　

件１取 灘
め 平成

　

３・年 ３月

情報の提供方

　　　　　　　

市ホームページで公表する。

　

法：

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　

２，８４９ｈａ

データ更

　

写穎の納税猶予申請、農地の利用状況調査結果及び指導等そ湖也補足
調査を踏ま

新：

　　

え、毎月更新。

公表：

　　　　　　　　　　　　　　

公表済

是正措置

※その他の事務
上記口からＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画を

作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。

７′



Ｗ

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

アピールもしてほしい。
っている。情報交換、交流する機会の提供、場づくり

最適化等に関する事務
して、関係行政機関に提出。

農地法等によりその権限に属され
た事務

（要望・意見｝

　　　　

特になし

（対処内谷ｊ

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

狐

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

　　　　　
　　

　　　

　

　

農業委員会事務局に備え付け

ＨＰに公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　

，７

　

件

　　

・ 安定した農業所得の確保に関わる施策について

見の

　

・ 担い手支援について

　　　

・ 荒廃農地対策と野生鳥獣害対策について

３

ＨＰに公表しているぐ
′′－－一一・、

り

　

その他の方法で公表している

８



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ； 京都府

農 業委員 会名：京丹波町農業委員会

農業委員会の状況（平成３１年３月３１日現在）

農業の概要

９１３

　　　　　

１１０

　　　　　　　

８０

９

　　　　　　

３

　　　　　　　　

３

５２７

　　　　　

３１６

　　　　　　

３１６

付面積統計における耕地面積
センサスに基づいて記入

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３
２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

農業者数（人）
農業就業者数
女性
４０代以下

１，２９３

女性 ６２０

４０代以下 ６６

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会 １任期満了年月日

　

Ｒ

　

３年 ２月

　

１０日１

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　

１，４２０

　　　　

２３７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，６６０

経営耕地面積

　　　　　　　

９１３

　　　

１１０

　　　　　

８０

　　　　

３０

　　　　　　　　　

１，０２３

遊休農地面積

　　　　　　　　

９

　　　　　

３

　　　　　　

３

　　　　　　　　　　　　　　　　

１２

農地台帳面積

　　　　　　

１，５２７

　　　　

３１６

　　　　　

３１６

　　　　　　　　　　　　　　

１，８４３

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　

１，７０８

自給的農家数

　　　　　　　

６８６

販売農家数

　　　　　　　

１，０２２

　　

主業農家数

　　　　　　　

７４

　　

準主業農家数

　　　　　

１２０

　　

副業的農家数

　　　　　

８２８

※

　

農林業センサスに基づいて記入

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　　　

５０

基本構想水準到達者
認定新規就農者

　　　　　　　　　　

７

農業参入法人
集落営農経営

　　　　　　　　　　

４０

　

特定農業団体

　　　

呂

　　

且

　

、

　　　　　　　　　　　

４０

※

　

業委員会調べ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ２２ ２２ ２１

農業委員

定数 実数

農業委員数 １９ １９

認定農業者 ３

認定農業者に準ずる者 ２

女性
４０代以下 ｌ

中立委員
ｙ

　　　　　　

ー ｌ

＊ た場合はいずれも記載



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　　

現

　　　　

状

　　　　　　

目

　

の Ｒ±

　

面 貝

　　　　　

これまでの

　

貝面

　　　　　　　　　

穿く

　

１４．２３％

　

（平成３１年３月現在）

　　　　　　　　

１，６６０

　

ｈａ

　　　　　　　　

２３６．３ｈａ

　　　　　　　　　

農業従事者の高齢化に伴う不耕作地の発生や相続（遠隔地在住者及び非農業者）

　　

課

　　　

題

　　

による離農から遊休農地が年々増加傾向にある。農業委員会と関係機関が連携して

　　　　　　　　　

利用調整を行うなど、守るべき農地の確保・有効利用を図っていく必要
があるが、集

　　　　　　　　

積すべき担い手も限界に近い農地を抱えている現状にある。

　

　

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　

　　

　　　　　　

　

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　

　 　

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　

　

※２

　

これまでの集積面貝は、

　　

言 凹に記

　　

こ－い

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

．

集積目標①
１
集積実績② ． （うち、新規実績）

１
達成状況（②／①×１０の １

　　　　　

２４７．３ｈａ

　　　　　　　　　　

２３６．３ｈａ

　　

１

　　　　　　　　　　

６．ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　

９５．５５％

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入※１ 集積目標は、活動言 画に記

　

しこ

　　　

貝

　

ｉ

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地の
うち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画

年間を通して
・利用権設定の期間満了時に再設定の手続き案内の送付を行い、設定率向上につ
なげる。
・町地域農業再生協議会等と連携し、農業経営改善計画の作成支援や経営改善に
必要な情報提供、個別相談を行う。
・持続可能な地域営農のため、京力農場プラン（人・農地プラン）の作成について、地
域へ働きかけを行う。

活動実績

・利用権再改定の三流き案内送付（二
．）

・町地域農業再生協議会会議に出席、農業経営改善計画の作成支援や経営改善等
について協議（８月、２月）
・京力農場プラン作成検討委員会にて内容協議（９月、３月）、地域への働きかけ（随
時）

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
貸出希望の多くは、中山間地域の小規模農地と生産条件が悪いことから、借り手が現
れず目標を達成することができなかった。

活動に対する評価
利用権再設定の手続き案内の送付は利用集積率の増加へ一定の効果を認めた。
町部局とは、農業経営改善計画の作成支援や経営改善等に関し協議を行うなど

一定
連携をはかれたが、総ての地域で働きかけが出来たわけではない。



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２

　

経営体 ０

　

経営体 ４

　

経営体

２８年度刑－規参入者
指雨ク旦Ｔ．力豊掬而籍

ムリ，佼対－祝参入者
が取得し力農地面積 が取得した農地面積

０．９

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ １８．７

　

ｈａ

課

　　　　

題

同 害鳥駅微音、↓．
・
，日．＝

　

」重力ｉ勃、ノｋｉ山 Ｊ ｒ将 ｒ より、ｎ忌工じ 白ｔｒｔ旦Ｖ
、丁″′

が難しい。
移住者が農業を始めるにあたって、農地取得が困難（下限面積２，０００話）なケース
が発生している。

※１

　　　

２

　　　

ｚ 入

　　

を

　

、

　　

ゴ

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　

２

　

経営体

　　　　　　　　　

４ 経営体

　　　　　　　　　　

２００．０％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　　

達成状況（④／③×１００）

　　　　　　　

２

　

ｈａ

　　　　　　　　　　　　

１８．７

　

ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　

９３５．０％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び

　

地面積を記入
※２

　

参入実績をま、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入
※３

　

劣入実績面積をま、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入
※２ 参入実績をま、１年
※３ 参入実績面積をま、

３

　

目標の達成に向けた活動

詞月飛球罪師可を坪〒三汚辱赤Ｆ辱詳細かつ罪郡師扇こ記入

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 新規の目標設定は近年の状況により設定したが、実績はそれを上回ることが出来た。

活動に対する評価
相談者が安心して参入できるよう、地元と卿止を；よかることか出米７こｏ農地駅特につ

いては、様々なケースがあり課題が浮き彫りに
なったことから、今後解消に向けた活動

につなげていくことが期待される。

・ては、様々なケースが

　

り課
につなげていくことが期待される。



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

現

　　　　

状

（平成３１年３月現在） １，８４３ｈａ

　　

ｌ

　　　　　　

１４ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ．

々

　

加傾向にある。加え
る大きな壁となっている。
増加傾向にある。

課

　　　　

題

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計にお
ける耕地面積と

　　　　　　　　

１

　

の

　

｛による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号
管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及
農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状ｉ
の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規
定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標①

　

！

　

解消実績②

　

！
達成状況（②／①ｘｌｏｏ） １

　　　　　　　

２．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｏ．９９ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３９．６０％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

２

　　

、′ ３０

　　

叉の

活
動
計
画

　　

一

　　　

活
動
実
績

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法１嚢鰯雲露講習鍛蹴鞭警醒き嵩高基盤欝富一肌

ＲＹ

農地の利用意向
ｉ周杏

調査実施時期：１１月～１２月

その他の活動

農地の利用状況
言周杏

調査員数（実数緑

　

讐月
善導賓期

　

１ 調査竪取等青め時期

農地の利用意向
調査

調査実施時期

　　

３月 調査結果取りまとめ時期

調杏数：

　　　　

１５２筆 調査数：

　　　　　　

筆 調査数：

　　　　　

筆

調杏面積：

　　　

１４ｈａ 調査面積： ｗ円且 山種ミ：

　　　　　　

ｈａ

その他の活動

　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　

ｌｏ

　

～１１月

活 農地の利用状況 目

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
日常刑は仰臥 巡回につとめ′こが、山三

一”し

カゲー

活動に対する評価
利用状況の調査や農地パトロールの脳”●

．Ｍ

でにいたる｝しが出来なかった。

につとめ′こが、三 二

　

”し”噌明日を“－

　

々



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

．養 護副 「
管内の農地面嗣Ａ） 「一一 違反転歴

　　　　

一

　

面］」

転用されている農

２

　

平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ‐①）

ｏ

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画

活動実績

農業委員

　　　

農地

　　　　　

毎年

　　

実施

　

行い、無断・違反転用を確認した

　　　　

による

　

地ノミトローノレ

　　　

１０

場合には、速やかに指導を行う。農業委員会の広報紙（１月発
行分）に法令遵守の啓

発を掲載し、農地所有者の意識を高める。

農業委員による農地パトロール（２月実施）を行い、また日常の農地巡回等で違反転

用の有無を確認した。

活動に対する評価
農地に関する相談事象の際、努めて現地へ赴き、周辺状況も含めて確認することで、
違反転用の確認をあわせて行えた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　

違反転用面積（Ｂ）

農業委員会の委員のみでは、早期発見に限界があり、地元協力者や各種関係団
体、

町行政組織と連携した取り組みが必要。また、違反と認識せず行われる場合も多いこ

　

１ ，％

　

≠

　　

について周知徹底をはかる必要がある。

て



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　

８６

　

件、うち許可

　

８６

　

件及び不許可

　

一

　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 地利用最適化推進委員が現地調査を行い、意見書を作成し提出。必要に応じ

是正措置

　

・′

　

人ぼ，襲！．：，

　　　　　　　　　　　　　　

・・ギＭｎ－

　　　

合

　　

÷

　　　　

、

　

γ

　　　　　

－

　　　

ｉ

　　

； か

　

の立

　　

により

総会等での審議
実施状況

関係法令及び審査基準に基づき審議。事務局が担当委員からの意見書により
従事者の状況や労働力等の説明。必要に応じ、担当委員から経過等詳細説明
や意見を補足。

是正措置

　

ｉ

　　　

へ始ふ 二^′

　　　　　　　　　　

」’，口

　

々
、
‐Ｊ

　

”’ぬ′

　　　　　　　　　　　　

ｖ′
＝一

　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

じ期し

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者〈格，
＾
：寺 ・ｖ－

　　　

、一言ｉ口」巧
明した件数

８６

　

件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ○

　

件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録において閲覧可能。

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から２８日１１処理期間（平均）１

　　

２８ 日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　

２２

　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

事務局による事前審査後（書類ならびに要件等の確認）、地区担当の農業委員
及び農地利用最適化推進委員による現地の調査確認を実施。総会前に農業委
員会調査委員（輪番制）と事務局にて現地調査を実施。

是正措置

　

マ

　　

こ

　　　　

１ 日”

　　　

調

　　

旦

　　　

からコ 査結果の報告を行い地元

総会等での審議
実施状況

事務局による概要説明後、現地調査担当委員から調査結果の報告を行い地ｊ
委員に意見等を求める形式で実施。許可基準に基づき総合的に判断を行い、
許可相当か否かを決定。

是正措置

許可

　

、′か否か

審議結果等の公表
実施状況 議事録において閲覧可能。

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間 １申請書受理から２８ 日１１処理期間（平均）１

　　

２８ 日

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
‘）いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　

１１ 法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

４

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

０

　

法人

　　　

提出しなかった理由

　　　　　

対応方針

　　　　

未提出法人に対しては今後督促を行う。

うち報告書提出農地所有適格法人数 ４

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

０

　

法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

　　　　

未提出法人に対しては今後督促を行う。

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　

法人

提出しなかった理由

対応方針 未提出法人に対しては今後督促を行う。

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　

一 件

　

１公表時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成

　

年

　

月

情報の提供方法： 今年度なし

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況
一 か－－－－が

　

卿 件

　

１取りま躍霊年 月

情報の提供方法：議事録による公表

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｈａ

データ更新：農地法の許可、農用地利用集積計画に基づく利用，
．

　

．：÷、その
他解約届・相続等の届出情報は随時更新している。また、住民基本台帳及び固

　　　　

ム，：．；の｛白檀＝↓毎年１凹ノ

　

タ；；している。

公表：窓口にて閲覧

是正措置

※その他の事務
上記ロから虹に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取り

まとめること。



Ｗ

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

〈要望・意見〉

特になし

（対処内容〉

特になし

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

〈要望・意見〉

特になし

〈対処内容〉

特になし

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及
び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

　

１

　

総会等の議事録の公表

　　

の他の方法で公表し　

　　

事務局窓口に常備し、希望者に対し閲覧をしている。

ＨＰに公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　

１

　

件

　　　　　　　　

・提出先：町長

　　　　　　　　

・有害鳥獣対策は駆除員を確保し通年で駆除できるよう国・府に強く求めること。

　　　　　　　

十 ・安定した農業経営確保のためをこ町
独自の施策として所得

十
補償を十寿
施ずること。十提出先及び提出した．高齢化等＊こよ蜘畦畔の草刈作業が困難。「畦畔グリーン」等、積極的に取組むこと。

　　

意見の概要

　　　

．地域を支える新規就農者に対する支援制度を強化すること。

　　　　　　　　　

・小規模農家でも意欲的な方を認定農業者に準じた支援を行うこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　

広 げること

　

等広げること。 等

３

　

活動計画の点検・評価の公表

く′ｉ；ｉｐに公表しコＥコリる その他の方法で公表している



切除氏様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会 名 ：

　　　

綾部市

農業委員会の状況（平成３０年４月１日現在）

１

　

農業の概要

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

１８００

８２９

１０４

１０

　

※ 農林業センサスに基づい
１６１

　

て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

１日制度に基づく農業委員会

新制度に基づく農業委員会

中立委員

農業委

定数

員

実数

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月１９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化に、′ん；員 １７ １７ １２

１任期満了年月日

　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　

畑
普通畑

　　

樹園地

　　

牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　

２０８０

　　　　

５３０

　　　　　

－ －

　　　　　

－

　　　

２６１０

経営耕地面積

　　　　　　

１４４８

　　　

１６０

　　　　

１０５

　　　　

５５

　　　　　

－ １６０８

遊休農地面積

　　　　　　　　

７

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　

８

農地台帳面積

　　　　　　　

２２８１

　　　

７１１

　　　　

７１１

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

２９９２

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２３８２

自給的農家数

　　　　　　

１１０４

販売農家数

　　　　　　　　

１２７８

　　

主業農家数

　　　　　　

１１０

　　

準主業農家数

　　　　　

１６１

　　

副業的農家数

　　　　

１００７

※

　

農林業センサスに基づいて記入

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

４９

基本構想水準到達者

　　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

９

農業参入法人

　　　　　　　　

０

集落営農経営

　　　　　　　

３７

　

特定農業団体

　　　　　　

１

　　

・ 呂

　

組 ・

　　　　　　

３６

※農業委員会調べ

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　　　　

十廿

　

韮”…ル，－ －，

　

，義★…ル， ”
－

　

△

　

－

　　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦１共済推薦１±地改良当 議会推薦１

　

計 １

　　

１

　

， 輯 字

　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　

１

　

一 １

　　

１

　　

１

　

　

　

　　　

　

　

　　

　

　　

　

　　

　

　　

　

　　

　

　　

　

１

　　　　

１
１

　　

１

　　

１

　　

認定農業者

　　

女性

　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

はいずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定

　

業

　

及
定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

※１

　　　

目

　

、は、

　　

言

　　

に 記 ず

　　　　

貝

　

ｉ

　

ｉ

※２ 集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 年間を通じて農業委員・農地利用最適化推進委員及び農業委員会協力員により、
利用権の終期を迎える方への更新の周知や掘り起し活動を行う

活動実績
年間を通じて農業委員・農地利用最適化推進委員及び農業委員会協力員により、
利用権の終期を迎える方への更新の周知や掘り起し活動を行った

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 適当である

活動に対する評価 地域における利用権の受け手となる担い手の不足が課題である



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２経営体 ２経営体 １経営体

２７年俣対－視参入者
が取得１か，農

１ル丁性
２６年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年‘咲ぉ１視参入者
が取得した農地面積

０．５ｈａ １．５ｈａ ０．９ｈａ

課

　　　　

題
過疎・高齢化が進む本市において地域農業を守っていくためには、集落営農組織
と担い手組織との連携を図りながら新たな経営体を育てていくことが必要である。

※１

　　　

拷 入

　　

′

　

は、

　　　　　

し。

　　　　　　　　

の

　　　　　　　　　　　

っ

　

こ

　　　　

％

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　　

２経営体

　　　　　　　　　

２経営体

　　　　　　　　　　　

１００％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　

達成状況（④／③×１００）

　　　　　　

１．ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　

３．７ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　

３７０％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入※２

　

参入実績は、１年間に

　

たに裟 入しこ

　　　　　　　

“

※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 適当である

活動に対する評価 適当である



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

　

‐

　　　

、、

　

び糟里冥百

現

　　　　

状
（平成３０年４月現在）

日目 ノ辰珊閲恨（Ａ） 遊休農地向‘；費（Ｂ） 割合（Ｂ／ＡＸＩＯＯ）

２６１７ｈａ ７ｈａ ０．２７％

課

　　　　

題 農地利用状況調査の円滑な実施と遊休農地の所有者等への指導に係る手法の確立

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調
査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

解消日煙命

　　

１

　　　

解消実績⑦

　　　

１

　

達成状況（②／①ｘｌｏｏ）

　

１

　　

“ｎＩＪＨＶ小Ｗ

　　

｝

　　　

川…ハ…▽

　　　

１

　

－か“ｒ、Ｙナ▼

　　　

十

　　

１

　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

２ｈａ

　　　　　　　　　　　　

ｌ．ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５５％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

申胆のｒ，各 繭台員数（実数）

　　　　　　　　　　　　　

ョ調ｉｉｉｉ一月

農地の利用状況
調査

１６０人 ７月 ～８月

　　　　　　　　　

９月～１０月

－－・

　

，、， ・ｌｍＹ苗
調‘弐刀法－縮

　

ニニニ露力員

農地の利用意向
調杏

調査実施時期：１２月～１月

その他の活動

　

調査員数（実数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

調畠山来ふシまとめ三塚

活
動
実
績

調杏 １８３人 １１月

　　　　　

１

　　　　

１２月～１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１２月～１月

磐 調査数：

　　　　　

筆 調査数：

　　　　　

筆

調査面積：

　　　　

ｌｈａ 調査面積：

　　　　

ｈａ 調査面積：

　　　　　

ｈａ

その他の活動 農業委員及び農地利用最適化推進委員による日常的な農地パトロールを実施

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 適当である。

活動に対する評価
農業委員・農地利用最適化推進委員と地域の農業委員会協力員が連携
糸担ができている。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題
面積（Ａ‐）

　　　

１ 違反転用

　　　　　

‐

　　　

÷」１

　

瀕 賑 １Ｌ
現

　　　

状
（平成３０年４月現在） ２６１０ｈａ

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０．１５ｈａ

の増加も懸念されるため、遊休農地対策とあわせ課

　　　　

題

　　

●
た

で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して※

　

違反転用面積は、活

　

言画に記
転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
農業委員会協力員を通じ農業者への周知に努めるとともに、違反転用者の指導に
努める。

活動実績
広報紙や農業委員会協力員を通じて農地農の手続きの周知を図る。
２月に農業委員・農地利用最適化推進委員による農地パトロールを実施する。

活動に対する評価 各集落に設置している農業委員会協力員を通じて農業者への周知を図ることができフ

に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく言午可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　

５１件、うち許可

　　

５１件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 申請書等の記載内容について、現地調

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 定例委員会において、審査基準への適合の可否について議案ごとに審議

是正措置 特になし

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等で拶ドル」

明した件数
５１件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ○件

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録に記載し公表している。

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

２８日Ｈ処理期間（平均）１

　　

２ｏ日

是正措置 特になし

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

　

（１年間の処理件数：

　　　

８件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 申請富三－ノ；し救，．．；について、現地調査とあわせ事実関係を確認

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 定例委員会において、審査基準への適合の可否について議案ごとに審議

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録に記載し公表している。

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受動）ら

　

２８日１１処理期間（平均）１

　　

２ｏ日

是正措置 特になし

３

　

農地所有適格法人からの報告への対応



点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
‘）いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　

１９

　　

法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　

１９

　　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　

０

　　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　　

法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 １９

　　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　

０

　　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　　

法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　　

法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０

　　

法人

対応状況

４ 情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　

郡件

　

１公表時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年 １月

情報の提供方法：農業委員会だより、市広報紙に掲載

是正措置 特になし

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　

鵬４件

　

１取り
まとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年

　

３月

情報の提供方法；事務局に備え付け

是正措置 特になし

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積
３９１５ｈａ

データ更新：随時更新

公表：窓口で閲覧

是正措置 特になし

※その他の事務
上記□からＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計
画を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

く要望・意見）

特になし

〈対処内容〉

特になし

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

＼安室・意見〉

特になし

〈対処内容〉

特になし

※

　

□～班の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

ＨＰに公表している

　　

ｇ奉ろ属お冠法久柘公表している

　　　　　　　　　　　　　　

農業委員会事務局に備え付け

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　　

－件

提出先及び提出した

　

意見の概要

活動計画の点検・評価の公表

　　

凝建に公表話≠；〆ル、る

　　

その他の方法で公表している

３



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会名： 舞鶴市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年

　

３月３１日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立ｈａ

　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面 積

　　　　　　　　　

９５４

　　　　

３３０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２８０

経営耕地面積

　　　　　　　

４８８

　　　

９６．４

　　　　

７７．５

　　　

１８．９

　　　　　　　　　

５８４．４

遊休農地面積

　　　　　　　　

５５

　　　　

３５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９０

農地台帳面積

　　　　　　

１５１８

　　　　

７６６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２２８４

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入
状況調査により把握した第３２条第１項

（戸）

　　　　　　　　

農業者数（人）

　　　

　　　　　　　

　　　　　　

　　

　　　　　　

′

　　　

　

７１４

　　　

４０代以ｒ

　　　　　

５１

　

６１

　

※ 農林業センサスに基づい

　

８６

　

て記入。

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

２２

基本構想水準到達者
認定新規就農者

　　　　　　

１３

農業参入法人

　　　　　　　

１２

集落営農経営

　　　　　　　

１８

　

特定農業団体

　　

・ 呂

　

糸岨

　

、

　　　　　　

１８

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２０４１

自給的農家数

　　　　　　

１３２７

販売農家数

　　　　　　　　

７１４

　　

主業農家数

　　　　　　　

６１

　　

準主業農家数

　　　　　

８６

　　

副業的農家数

　　　　　

５６７

※

　

農林業センサスに基づいて記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　

Ｈ ２ ９年

　

７月 １９ 副

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　　

合計

－農業陰
１定数警１
実数．
書目
１共済推
竃ドコ
議会推
亀
１計
Ｉ
１２
・
１

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月 １９日１

１

　　

， 憾。１
定数１実数１地区数－農地利用最適化推進委員

　　　　

１７

　　　

１７

　　

１７

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　

１９

　　　

１９

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　

７

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　　

－

　　　　　

２

　　

女性

　　　　　　　　　

－ ３

　　

４０代以下

　　　　　　　　　

、

　

Ｉ

　　

中立委員

　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切り替わった場合はいずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３０年３月現在）

　　　　　　　　

１，２８０ｈａ

　　　　　　　　　

１２０ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

９．４０％

　

旧

　　　

抑

　　　　

目

　

の

　

地面

　　

‐
これまでの

　　

面 貝

　

１

　　　

集恨率

　　　

１
塊

　　　

仇

　　

ー １

　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

十” 十

　　

‐十

　　　

十十

　

廿”‐一－－”十一

　　

課

　　　　

題

　　　　　　　　　　　

地域の担い手が不足しており、集積に限界がある。

　　　　

　

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面

　

を記入
※２ 集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 年間を通して農地中間管理事業を活用し、農地の利用集積を図る。

活動実績
１１月に移動農業委員会を実施すると共に、平成３１年１月２５日に担い手懇談会を実
施し、担い手農業者に対して農地中間管理事業を活用した農地の利用集積事業の
ＰＲを‘行なった。

目

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 十分な実績を上げることは出来なかった。

活動に対する評価 担い手懇談会の実施、京力農場プラン作成会議への参加等一定の活動を実施してし



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

５

　　

経営体 ２

　　　　

経営体 １

　　　　

経営体

年…新規参入者

　

２０ ～刑－
ｍＡ入者

　

が；・得し芦農帥！－：』 ，曲＝＝雨着

０．９ｈａ ０．４ｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題 新規就農者を継続して確保することが課題である。

　

記入し、法人雇用

　　

元

　

、 は

　　

まい。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　　

２経営体

　　　　　　　　　

０経営体

　　　　　　　　　　　　

０％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　

達成状況（④／③×１００）

　　　　　

０．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び

　

地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

何月に辛口日

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 新規参入者が居なかったため、農地を取得することがなく、目標に達しなかった。

活動に対する評価 新規参入者の掘り起こし活動が不十分であった。



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

１

　

現 状及 び 課 題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－ー合（Ｂ

　

Ａ×１００）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地 面

　

Ｂ）

　

（平成３０年３月現在）

　　　　　　　　

１，２８０ｈａ

　　　　　　　　　

ｌｏ５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

８．２０％
現

　

状

　

，
目 の 地面 Ａ）

，

　　

恨

　

１

　

△ ／

　　

－

　

課

　

題 １

　　

農家の高齢化や 鋸 等もこより、遊休化する農
躍ヵ増えている。

　

・

管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と
農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１
の遊休農地の合計面積を記入

※１ 管内の農地面積は、 号

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調
査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

の目票及び

　

鱈２

　

、

　　　

ヌ

　　

ホ

　　

ねほ

　

‐

　　

！［ 達歳状況（＠ヲ⑦ｘ・ｏｏ）
－
．

１
一 解消目標 街 ； 解消実

績②
－

　

￥

　　

『
※１

　

消目標は 活動計画に記総した解消面積を記入※１ 解消目標は、活

　

言

　

凹に記総

　

鼓舞マ

　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

　

※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法１調査票と図面を基に農地利用最適化推進委員を中心に現地調査を行う。

農地の利用意向
調査

調査実施時期：１１月～１２月

その他の活動

　　　　　　　　　　　　

Ｆ ーリ嗣宜を実施した。農地利用状Ｚロヤ査後ｉｒ÷：都雷
′＋鹸．心

活
動
実
績

調査 ７１人 ７月 ～９月

　　　　　　　　　

９月 ～１０月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １０月～１１月

　

第３２条第１項第１号

調査数： １３３

　　

筆

調査結果取りまとめ時期

　　　　

１１月～１２月

　

第３２条第１項第２号

　　　　　　　

第３３条

調査数：

　　　　　

筆 調査数：

　　　　　

筆

その他の活動

調

　

面

　

：

　　　

４

　

ｈａ

　

≠ｐ

　　　　　　　　　　

ａ －

　　　　

・

　　　　　

ａ

，，

　

１

　　

１の

４

　

目標及び活動に対する評価

，
目標附邦綱１

，
謝払担嘉関 胤蓋宴・親 暮

獅を蕎蓋

　

１

　

活動に対する評価 型慰謝型調可
査遷都翫農
新
地
規
の
遊
検
休溌学理豊熟、、地区却」会議の中で新規遊休農地の



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

た耕地及び作付面嶺統計における端地面積を記入
管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

ている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

１実 績①１
増減（Ｂ－①）

－ ■

　　　　　　

０．９ｈａ

※

　

実績は、年

　

末時点の違反転用面積を記入

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
農地利用状況調査や農地パトロールの実施により、違反転用の早期発見、未然防止
に努め、違反転用者には復旧計画を提出するよう指導していく。

活動実績 ８～９月に農地利用状況調査を実施、１１月には農地パトロールも実施する中で、違
反転用の発見、防止に努めた。

活動に対する評価
上記の活動により、新たな違反転用を発生させなかった点は評価される。過去に発
生した違反転用案件については、泉源寺の５６７ｎｆを解消することが出来た。

詳細かつ具体的に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

１

　

農地法第３条に基づく言許可事務

（１年間の処理件数：

　

３３

　

件、うち許可

　

３３

　

件及び不許可

　

０

　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農地利用最適ィ｝…”禾口｛曲没委員、事務局職員による現地調査等の審

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 必ず農地利用最適化推進委員α一票ｉ・し

　

．…●－↓曲ー委員から報告

是正措置 特になし

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録を公表

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から３ｏ日１１処理期間（平均）－

　　

２５日

是正措置 特になし

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数： １８

　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 菌．一・ｍかか．二岨；員や農業委員、事務局職員による現地調査等の審査

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 調

査結果に基づき、事業内容及び周辺農地への影響、他法令の関係等を総合
的に判断している。

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録を公表

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から３ｏ日１１処理期間（平均）－

　　

３０日

是正措置 特になし



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
‘）いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

４

　

法人

１うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　

２法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

２

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

２

　

法人

　　

提出しなかった理由

　

事務的な対応の遅れ等による。

　　　　

対応方針

　　　　

ロ頭、電話、文書等により、粘り強く指導を行っ

　　　　　　　　　　　

ていく。

うち報告書提出農地所有適格法人数 ２

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

２

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

２

　

法人

　

提出しなかった理由

　

事務的な対応の遅れ等による。

　　　

対応方針

　　　　

ロ頭、電話、文書等により、粘り強く指導を行っ

　　　　　　　　　　

ていく。

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ２

　

法人

提出しなかった理由 事務的な対応の遅れ等による。

対応方針 ロ頭、電話、文書等により、粘り強く指導を行っ
ていく。

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０

　

法人

対応状況 特になし

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　

５７

　　

件
公表時期

　　

平成３１年３月

情報の提供方法：農業委員会だより（ホームページにも掲載）

是正措置 特になし

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　　

１１４

　

件
取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年３月

情報の提供方法：「農地の権利移動・賃貸借等調査」により、国・府へ情報提供
を実施

是正措置 特になし

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２２８４
ｈａ

公表：国の「農地台帳公開システム

　

フェーズ１」により公開

是正措置 特になし

※その他の事務
上記□から切に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



Ｗ

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

（要望・意見〉

農地を集積すればするほど、有害鳥獣被害のリスクを伴うことから、農地集積と
有害鳥獣被害防止策を併せて実施してほしい。

〈対処内容）

農地法等によりその権限に属され

　　　　　

た事務

安至・意見〉

意見なし

（対処内容〉

※ １１～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

　　　　　　　

　

珊表している

　

－
繁誉葺饗
し

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　

請求に基づき文書で閲覧

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　

０

　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

活動計画の点検・評価の公表

　　

ＨＰに公表している

３

　

の他の方法で公表し

　

請求に基づき文書で閲覧



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農業委員 会名：福知山市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面 積

　　　　　　　　　

２，７６０

　　　

７５９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３，５２０

経営耕地面積

　　　　　　

１，８７２

　　　　

３０４

　　　　

２０３

　　　　

８０

　　　　　

２２

　　　

２，１７６

遊休農地面積

　　　　　　　　

１８

　　　　　

９

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

２７

農地台帳面積

　　　　　　

３，１７４

　　

１，１１９

　　　

１，１１０

　　　　　

９

　　　　　　　　　

４，２９３

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

３，９１５ 農業就業者数

　　　　

２，５５７

（戸）

　　　　　　

１農業者数（人Ｈ

　　

　　

　

　

　

　　　　

　　　　

　

　

　

　

　　　

　

　　　

　　　

　　
　

，ｏｄ

　　

ｌ久世÷
十

　

１

　　

１，１ １

２，０６２

　

１１４０代以下

　　　　　　

３６

１０２

　

※ 農林業センサスに基づい
３３４

　

て記入。

（人）

　　　　　　　　　　　

経営数（経営）

，５５７ 認 定農業者

　　　　　　　　

９４

１，１９１

　

基本構想水準到達者

　　　　

７５

　

３６ 認定新規就農者

　　　　　　

５

づい

　

農業参入法人

　　　　　　　

２２

　　　

集落営農経営

　　　　　　　

６３

　　　　

特定農業団体

　　　　　

呂

　

組 ・

　　　　　　

６３

　　　

※

　

業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　

３，９１５

自給的農家数

　　　　　　

１，８５３

販売農家数

　　　　　　　

２，０６２

　　

主業農家数

　　　　　　

１０２

　　

準主業農家数

　　　　　

３３４

　　

副業的農家数

　　　　

１，６２６

※

　

農林業センサスに基づいて記入

２ 農業委員会の現在の体制

－日制度に基づく農業委員会

　　　　　

医期満て年月且Ｌ÷什÷÷年－－－－丁「÷÷ 司

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　

　　

　

　　

　

　　　　　 　　 　　　　　　 　
　　　
　
　

　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦十共済推馨撃墜推劃堅陰

贈醗１

　

計 １

　　

１

　

， 定農堂者

　

１

　　

１

　

‐
（
ヒ′／ 〒

／
「

　　

ｌ

　　

ｉ

　　

１

　　

１

　

１女種
朋一
／コし／

７ し′
′ １

　

「
１

　　

１

　　

１

　　

認定農業者

　　

女性

　　　　　　　　　　

－

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２ 年 ７

　

月 １９ 日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ３０ ３０ ８

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

２０

　　　

１９

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　

９

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　　

－

　　　　　

２

　　

女 性 ‐

　　　　　　　　　

‐

　　　　

３

　　

４０代以下

　　　　　　　

－

　　　　

０

　　

中立委員

　　　　　　　

－

　　　　

１

＊現在の体制を記載することとし、年

　

途中で切り替わった場合はいずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　

３，５４０ｈａ

　　　　　　　　　

７１３ｈａ

　　　　　　　　　　

２０．１４％

　　

憎

　　　

赴

　　　　　

呂

　

の 地面

　　　　　

これまでの

　　

面

　　

１

　　　　

集積率

　　　　

１
現

　　　

状

　　

－ １

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　

１

　　

齢

　　

農産物イ

　　

ー

　　　　　

零

　　

業者

　　

域 ［
十十十”

　　

課

　　　

題

　

‐は困難である。地域農業を守るためには、地域営農組織と個人担い手を育成支援

　　　　　　　　　

過疎同

　

化や‐

　　

面

　

の１蹄、 の

　

で、零

　　　　

では地

　

を寸っていくこと

　　　　　　　　

することが必要である。
※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝１」第１０条※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝１」第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

－

集積目標①
１
集積実績② １ （うち、新規実績） １

達成状況（②／①×１００）１

　　　　

７１３ｈａ

　　　　　　　　　　

７１３ｈａ

　

ｌ

　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　

ｌｏｏ％

※１

　　　

目

　

、は

　

活動計画に記載した集積面積を記入※１ 集積目標は、
※２ 集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画

活動実績

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 担い手の高齢化が進む中で、農地の集積が維持できている。

活動に対する評価
農家の幅広い意見などを収集し、行政に訴えることができた。今後も、担い手を確保
し、安心して農業経営を行えるよう、継続した活動が必要である。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　

２７

　　　　　

拷 入

　

…

　　　

２８

　

呪

　　　

多 入

　　

′

　　　　

２９

　　　　　

裟 入

　　

′

　　　　　　　　　　　　　

９

　

経営体

　　　　　　　　

９ 経営体

　　　　　　　　

１２

　

経営体

　

新規参入の状況

　　　

２７

　　　

規拷 入

　　　　

２８

　　　

規参入

　　　　　

２９年

　　

規参入

　　　　　　　　　

が取得した農地面積

　　

が取得した農地面積

　　　

が取得した農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０．４ｈａ

　　　　　　　　　　　　

ｏ．７ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｏ．２ｈａ

　　　　　　　　　

過

　

局

　

化や

　　　

価格の１齢、 の

　

で、零細 ま

　　　

では地

　

を寸っていくこと

　　

課

　　　

題

　　

は困難である。地域農業を守るためには、地域営農組織と個人担い手を育成支援

　　　　　　　　

することが必要である。

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ゴ

　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、′

　

｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’
※ｌ

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

※３

　

参入実績面積は、

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画

　　　

＝農業委員等から情報収集を行い、市担当部局と連携して認定農業者推進活動を実

　　　　　

＝施する。また、昨年に引き続き、支援策の充実を市長事務部局に求
める。

活動実績

　　　

＝１２月４日の市長要望において、支援策の拡充を求めた。

　　　　　

…毎月１０日もこ農地農政相談を各地域で行い、農家の幅広い相談を受けた。

※

　

活動宴鰭は、目標の達成のために、イ同月に何日洞を行ったのか零詳細かつ具樺酌に記入

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 担い手の高齢化が進む中で、農地の集積が維持できている。

活動に対する評価
農家の幅広い意見などを収集し、行政に訴えることができた。今後も、担い手を確保
し、安心して農業経営を行えるよう、継続した活動が必要である。



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

　　　　　　　　　

３，５７３．８ｈａ

　

１…

　　　　

３３．８ｈａ（平馨岬４月計霊園鰻露豪ご一翼瀞罰ー
※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

ー

　

解消目標① １

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×ｌｏｏ） 」

　　　　　

ｌｈａ

　　　　　　　　　　

６．３ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

６３０％
※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２ 解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

３

　

２の目標の達成に向けた活動

　　　

措置の内容

　　　

調査員数（実数）

　　　　

調査実施時期 調査結果取りまとめ時期

蕩 鰹
の利用状況

　　　　

ｌｏｏ人 ８月 一ｏ月

　　　　

ｎ月

　　　　　　　　　　

調査方法：藤塾雛達磨著書審議禾島歳 鯛 『
確
農
認
地パト。－ルによる見回り

闇 謎の利用意向調査実施時期：１１月

　　

その他の活動

　　

農地の利用状況

　　

調査員数（実数）

　　　　

調査実施時期 調査結果取りまとめ時期

　　

調査

　　　　　　　　　　　　　　　

１１２ 人

　　　　

６月 ～１０月

　　　　　　　　　　

１１月

活

　　　　　　　　　

調査実施時期 １１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　　

１２月
活

　　　　　　　　　

調査実施時期 １１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　　

１２月

動

　

農地の利用意向

　　

第３２条第１項第１号

　　　

第３２条第１項第２号

　　　　　　　

第３３条
実

　

調査

　　　　　　

調査数：

　　　　

６Ｉ筆

　

調査数：

　　　　

－ 筆 調査数：

　　　　

一 筆
績

　　　　　　　　　　　　　

．

　　

５．６ｈａ

　

調 査 面

　

；

　　　

－ ｈａ 調査面積：

　　　

－ｈａ

その他の活動

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 条件不利地が多く、耕作者の確保も難しい中で、解消目標の設定は困難である。

活動に対する評価
適正に実施できたが、地区推進協議会による集落や地域の実情に合わせた活動に
今後も期待する。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題
内の農地面積（Ａ）

　　

ｙＩＬ÷
－

　　

違反面積（Ａ）

３，測ｈａ 『
現

　　　　

状
（平成３０年４月現在） ３，５４０ｈａ

　　

！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５．２ｈａ

改善指導により、違反転用の認識を持たれても、現状回復が困難な状態であった
り、費用面等から復元をされないケースも考えられる。

課

　　　　

題

内で農地法第４条第１項又は

　

５

　　

１

　

の

　　　

に淫

　

して

２ 平成３０年度実績

ー
実 績①
１
増減（Ｂ－①）

１

　　　　　

５．ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　

ｏ．ｌ

　

ｈａ

※

　

実績は、年度末時点の違反転用面積を記入

３

　

活動計画・実績及び評価

　　

活動計画

　　　

農地パトロールによる見回りと、地区推進協議会と連携した改善指導を行う。また、

　　　　　　　　

委員会広報誌を利用した啓発を行う。

　　　　　　　　

１０月１７日～１１月１日に農地パトロールを行った。

　　

活動実績

　　　

６月１５日、９月１３日、１月２８日、３月１９日に農地対策委員会を開催し、農地
パトロ」ル

　　　　　　　　

の実施や問題案件の対策について協議した。

　　　　　　　　

違反転用解消に向けて取り組んだが、新たに違反転用を発生させないための啓発

　

活動に対する評価

　

と早期発見のために見回りを継続する必要がある。また、問題案件については、粘り

　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　　　　

、 ′、

　　　　　

や
活動に対する評価

　

と早期発見のために見回りを継続する必要がある。また、問題案件については、粘り

　　　　　　　

強く働きかけていく必要がある。



孤

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づくラ許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　

５３件、うち許可

　　　

５３件及び不許可

　　

０件）

　　　

点検項目

　　　　　　　

実施状況
事実関係、の確認

　　　　　　　

是正措置

　　　　　　　　　　

具体的な内容

事務局と、農業委員それぞれの現地調査と状況調査、補助員（農区長）の意見
書添付などで、事実関係の把握に努めている。

総会等での審議
実施状況 議案書に

基づいて説明。必要に応じて、地区担当農業委員から、補
ある。

是正措置
言上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

…

　　　　

一

　　　　　

三

　　　　

′＼△

　　　　

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

一 件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 一 件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録による。

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受動）ら２８日１１処理期間（平均）－

　　

２０日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　

８８件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 他法令の許可の

有無、現地調査、地区担当農業委員との意見照会などを通じ
て、転用計画の確実性を担保できるように務める。

是正措置

総会等での審議
実施状況 議案書に

基づいて説明。必要に応じて、地区担当農業委員から、補足説明が
ある。

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録による。

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から ２８日１１処理期間（平均）１

　　

２ｏ日

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
ついて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　

１５

　

法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　

１１ 法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

７

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

３

　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

４

　

法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

　　　

継続して督促を行う。

うち報告書提出農地所有適格法人数 １１ 法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

７

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

３

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

４

　

法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

　　　

継続して督促を行う。

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ３

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ４

　

法人

提出しなかった理由

対応方針 継続して督促を行う。

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員
会が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人
数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　

７０５

　

件 公表時期

　　

平成３０年１０月

情報の提供方法： 広報誌「農業委員会だより」による。

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況
ー葱紳 －－榊－－

　

３，岨 件
取りまと
平
め
成
時翌年 月

情報の提供方法： 農地権利移動・借賃等調査システムデータによる。

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４，２９３ｈａ

データ更新： 農家への調査票の配布・回収。調査結果に基づき年１回。

公表： 全国農地ナビで公表している。また、窓口での要約書閲覧をおこなっ
ている。

是正措置

※その他の事務
上記ロからＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計
画を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

（要望・意見）

特になし

〈対処内容）

農地法等によりその権限に属され

　　　　　

た事務

（要望・意見〉

特になし

〈対処内容〉

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

　　　　　　
　

　

　

　　

　

　

農業委員会事務局に備え付け、閲覧に供している。

ＨＰに公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　

一

　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

　

の他の方法で公表してい

　

農業委員会事務局に備え付け、閲覧に供している。

ＨＰに公表している



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会名： 宮津市農業委員会

農業委員会の状況（平成３１年３月３「日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 青・ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面 積

　　　　　　　　　　

５５０

　　　　

１７７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７２７

経営耕地面積

　　　　　　　

３３６

　　　　

４８

　　　　　

３２

　　　　

１５

　　　　　

１

　　　　

３８４

遊 休 農 地 面 積

　　　　　　　　

２９

　　　　

２０

　　　　　

２０

　　　　　　　　　　　　　　　　

４９

農地台帳面積

　　　　　　　

７５６

　　　　

３３７

　　　　

３２９

　　　　　

８

　　　　　　　　　

１，０９３

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　　　　

３０

基本構想水準到達者

　　　　　　　　

６

認定新規就農者

　　　　　　　　　　

５

農業参入法人

　　　　　　　　　　　

５

集落営農経営

　　　　　　　　　　　

１６

　

特定農業団体

　

集落営農組織

　　　　　　　　　

１６

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

８２７

自給的農家数

　　　　　　　

４４０

販売農家数

　　　　　　　　

３８７

　　

主業農家数

　　　　　　　

５０

　　

準主業農家数

　　　　　　

７７

　　

副業的農家数

　　　　　

２６０

※

　

農林業センサスに基づいて記入

農業者数（人）
農業就業者数 ５３９

女性 ２４４

４０代以下 １１

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月 Ｉ９日１

１

　　　

１定数１実数１地区数－農地利用最適化推進委員

　　　　

１０

　　　

１０

　　

１０

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

１４

　　　

１４

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　　

２

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　　　　　　　　

３

　　

女 性

　　　　　　　　　

－

　　　　

３

　　

４０代以下

　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

　　

中立委員

　　　　　　　　　　　

１



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　　　

榔内の

　

地 これまでの

　

（平成３０年３月 現在）

　　　　　　　　　　　

７４３ｈａ

　　　　　　　　　　

７５．２ｈａ

　　　　　　　　　　

ｌｏ．１２％

　

帽

　　　

…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　

集 積 率

　　　　

ー
現

　　　

状

　　

－

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

１

　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

１

　　　　

Ｉ

　　

課

　　　

題

　　

農業従事者の減少・高齢化による担い手の減少

　　　　

１

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝
１」第１０条

　　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入
び農業委員会法施行規貝－」第１０条で

２

　

平成３０年度の目標及び実績

－
集積目標①

１
蛎実績② ， （うち、新規実績） １

達成状況（②／①×，００）１

　　　　　　　　　

７４．３ｈａ‐

　　　　　　　　　　　

７４．７ｈａ…

　　　　　　　　　　　　

１１．ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　

ｌｏｏ．５４％

※１

　

積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入※１ 集積目標は、活

　

言 画に記

　

しこ

　　　　　

ー

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用してい
た農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
利用権設定について、農業委員及び事務局から相談時に説明を行うほか、関係機
関との連携のもと「京力・農場プラン」の策定及び中間管理事業の活用を推進する。

活動実績

利用権設定について、農業委員及び事務局職員 し，日臥時に説明を行ったほか、
平成３０年１０月及び平成３０年１２月に農地中間管理機構を活用した農用地利用配分
計画により機構法貸借権の設定を行った。また、市内各地域での「京力・農場プラ
ン」の策定会合等に出席し、利用権設定や中間管理事業の活用について話合いを
行い農地利用の最適化に努めた。

※

４

　

日標及び活動に対する評価

目標に対する評価 現状の集積率を参考に、適切な目標値を定めることができた。

活動に対する評価
農業従事者の高齢化が進む状況にあるが、積極的な集積拡大が進められたことによ
り、集積目標を達成することができた。



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

　　　　　　　　

２７

　　　　

拷 入 者
ｍ

　　　

２８ 参 入

　

、’

　　　

２９

　　　　

参

　　　　　　　　　　　　　

１経営体

　　　　　　　　　

０経営体

　　　　　　　　　

１経営体

　

新規参入の状況

　　　

２７年度新規参入者

　　　

２８年度新規参入者

　　　　

２９年度新規参入者

　　　　　　　　　

が 取‘、した

　

地

　　　　　

が

　

‘

　

した

　

地

　　　　　　

が

　　

した

　

地面

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．６ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｏ．０５ｈａ

　　　　　　　　

・小規模な農地が多く、また農産物価格の低迷により収益性が低い。

　

課

　　　

題

　　

・地域との調和等、新規参入者を阻害する要因・整理の克服。

　　　　　　　　

・新規参入者に対する住居、農機具等の支援体制の確立。
※１ 新規参入者数は、活動計画に記載した過去３年の農地の権利移動を伴う新たな新規参入者数を

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

参入目標① 参入実績② 達成状況（②／①×１００）

１経営体 ０経営体 ０・００％

参入目標面積③ 参入実績面積④ 達成状況（④／③×１００）

ｌｈａ ｏｈａ ０・００％

※２

　　

入

　

貝は、１ に

　

ここ

※３

　

参入実績面積は、上記で記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 京都府、京都府農業会議、市産業経済部等と連携し、新規参入者の受入促進を図
る。

活動実績 新規参入に係る↑＝ｗ

　

じぬ｛〆リィ丑ｊられる体制にあった。

日

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 過去３か年の実績をもとに、適切な目標値を定めることができた。

活動に対する評価 具体の相談がなかったため、情報提供・指導等を行う機会がなかった。



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

　

： 、

　　　

ぐｌ

課

　　　　

題 農業者の高齢化と人口減少等による後継者不足

管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と
農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１
の遊休農地の合計面積を記入

※１ 管内の農地面積は、
号

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

①×１００） ］

　

　　　　

※２

　

解消

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＾・Ｍｒニン、その後、８調査方法１群舞馨臓轟髭熟議繋駕農を強め 。
農地の利用意向
調査

調査実施時期：１１月

その他の活動 農業委員及び農業委員会協力員による所有者等への指導により、遊休農地の解消を図る。

活
動
実
績

書周杏 ｑ 人 ７月 ～８月

　　　　

１

　　　　

８月～１１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　

１１月～１２月

調杏数：

　　　　　

２９筆 調査数：

　　　　　　

筆 調査数：

　　　　　　

筆

－， 畠．

　　

鎌 ロニ－－Ｒぼ買：

　　　　　　

ｈａ ｎ縦畳

　

，ｒ貝：

　　　　　　

ｈａ

その他の活動 なし

４

　

目標及び活動に対する評価

日標に対する評価 増加が減少を上回り、目標に達しなかった。

汗酬′，γ対する評価
地域のリーダーである農業委員等を中心に調
／｛）－．・土

　

′・Ｌ′ム、去ず



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

　

屯

　　　

…

　　　　

管内の農地面積（Ａ）

　　　　　　　

違反転用面積（Ｂ）

　　　　

１

　

ホ饗Ｍ庁ｎ口
蜜★、

　　

【＝

　　

十…十十

　

…… －

　　　　　　　　　　　　　　

＾Ｌ
Ｉ

　

半旗ｄＵ千 明 現仕ノ

　　　　　　　　　　　

了４３ｎａＩ

　　　　　　　　　　　　　　

Ｕｎａｌ

　　　

１＼＼＼
ミ掘

　　　　　　　　　　　

話

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼ ＼ ＼ 、

　

課

　　　　　

題

　　　

ー

※

　

管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反し

　

転用されている農地の総面積を記入
※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ‐①）

ｏｈａ ｏｈａ

て白裏切ロ１凹

活動実績 １０月に農地パトロールを２回実施したが、違反転用

違反転用を未然に防止するための監視体制が整｛
化していく必要がある。

活動に対する評価

※



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１ 農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：５件、うち許可５件及び不許可０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施釈汎

相当挑・Ｙ

　　　　　　　

：酬口『ｒァ・環
．・
，

　

拍ぴ申消音、：三 口…ｔの

他の参考資料による書面審査を行った

是正措置

他の参考資料による書面

　　

を行っこ

　　　　　　　　　　

ノ

　

に［を行い、担当地区農業委員が意見を述べた

総会等での審議
実施状況

事務局職員により申。”ハ、，．ノ随切を行い、担当地区農業委員が意見を述
べ，

上で、申請書に記載された項目を現地調査での確認事項等に基づき審査し、
可否を判断した。

是正措置

口

　　

、

　　　　　　　　　

こｏ

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

０

　

件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０

　

件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録に記載し、公表している。

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から２ｏ日１１処理期間（平均）１

　　

２０ 日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：１２件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

担当地区農業委員と事務局職員による…
他の参考資料による書面審査を行った。

是正措置

…

　　

獅亘 ｒ

　

ｒ－」 ・

　

～ｎ【Ｌ′－し、 担当 －

　

』一；二が息扉±篇‐ｔた

総会等での審議
実施状況

ず似，－－［『、
‘γｒり：；喜ぶ，，ノ多；；こて了し、、担一三 －

　　　

”外刀１息犀“－、」
上で、申請書に記載された項目を現地調査で”，二． 率暖等

‘ｒ基づき審査し、
意見をまとめた。

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録に記載し、公表している。

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

３５日１１処理期間（平均）１

　　

３５ 日

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
ついて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

６

　

法人

うち報告日－ＩＨ
－

　　

”舎÷ 法人数

　　　　　　　　　　　　

２

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

２

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

２

　

法人

　　

提出しなかった理由

　　

催促したが、対応なし

　　　　

対応方針

　　　　

改めて提出の催告を行う。

ノリ十〆。日－ＩＨ
ー

　　

”白÷

　

法人数 ２

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

２

　

法人

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

２

　

法人

　

提出しなかった理由

　　

催促したが、対応なし

　　　

対応方針

　　　　

改めて提出の催告を行う。

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ２

　

法人

提出しなかった理由 催促したが、対応なし

対応方針 改めて提出の催告を行う。

農地所有適格法人の状況につい
て

農…

　

．－．ｒ

　

．・ 法▲」↑久汁を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　

ｍ件

　

１公表時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年２月

情報の提供方法：「農業委員会だより みやづ（第４８号）」に掲載

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　

踊件

　

１取りまと
め時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年３月

情報の提供方法：「農地の権禾－；；＝‘』員◆－査」により京都府及び国へ情報
提供を行った。

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積；７４３ｈａ

データ更新：農地の権利移動、転用、利用権設定等の属性データを更新

公表：「農地台帳記録事項要約書」を市ホームページで公表済み

是正措置

※その他の事務
上記Ｄから班に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計
画を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



皿

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

（要望・意見〉
・担い手対策

　　　　　　

向けた対策
・産地づくり対策や農産物の消費拡大
・有害鳥獣対策の強化

く対処内容〉
・意見書として市長に提出。トップ会議（政策連携会議）の開催
・引き続き市長部局と連携した対応を行う。

農地法等によりその権限に属され
た事務

〈要望・意見〉
各種申請・届出行為の適切な履行

く対処内容〉
現地調査等を行い指導

※

　

□～班の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

ＧＨ匡巳に公表して盛
一≧

　　　

その他の方法で公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　

１

　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

・担い手対策
・遊休地の解消に向けた対策
・産地づくり対策や農産物の消費拡大
・有害鳥獣対策の強化

活動計画の点検・評価の公表

　　

樋塾こ公表してＥ賜

　　

その他の方法で公表している

３



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会 名：

　　　

与謝野町

農業委員会の状況（平成３１年３月３１日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　

９００

　　　　

４８

　　　　　

４８ ９４８

経営耕地面積

　　　　　　　

６９９

　　　　

２０

　　　　　

１８

　　　　　

２ ７１９

遊休農地面積

　　　　　　　　

６

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　

７

農地台帳面積

　　　　　　

１，００６

　　　

１２９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，１３５

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

３６

基本構想水準到達者

　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

４

農業参入法人

　　　　　　　

３

集落営農経営

　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

・

　

呂

　　

担

　　　　　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

討議嚢饗
数１１農業葺
（人）’－

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

６４１

自給的農家数

　　　　　　　

３００

販売農家数

　　　　　　　　

３４１

　　

主業農家数

　　　　　　

１０１

　　

準主業農家数

　　　　　　

２４

　　

副業的農家数

　　　　　

２１６

※

　

農林業センサスに基づいて記入

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　

Ｈ ３０ 年 ７

　

月

　

３１ 日ー

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

　　　　　　　　

　 　　　　　 　 　　

　

　 　　　

　

　

　

　 　

　

　

　

－［－

　　

，
定数
”，
実墓
，
農協推蓉１共済掌１地娘琴１議会推翠１

　

計 １

　

１
－

，餐塁馨没掌

　

１

　

２０１

　

１￥１

　　

去１

　

★｛

　　

※１

　　

キ１

　　

割

　　

箸１

　

１馨歳辰末伯

　

１

　

－！

　　

六１

　　

葺＋

　　

計

　　

者１

　　

１１

　　

ゑ

　　

蓄

　

１命捷ｔ以下

　

１

　　

１

　　

￥Ｉ

　　

ＳＩ

　

も

　

も

　　

ｉ

　　

・

　　

２

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

日 ３３ 年 ７ 月 ３１ 日１

塀，，用 鋤 繊 ．
１
定数
，，１
実数
，，１
地区劃農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ７

認定農業者に準ずる者 ６

女性 ２

４０代以下 ２

中立委員
こ

　　

し

ｌ

り替わった場合はいずれも記載



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　

１，１３７ｈａ

　　　　　　　　　

４０９ｈａ

　

現

　　

状

　

１

　

目

　

の 地面

　　

，
これまでの

　

興面 貝

　

，

　

‐ －

　　　　　

１

　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

３５．９７％

　　　

．

　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　

課

　　　　

題

　　

高齢者のリタイヤや後継者不足により、担い手へ農地が集積されているが、面的な集積をより

　　　　　　　　　

進めていく必要があるため、地主・地域の理解を求め集積を進める必要がある。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記

　

した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝１」第１０条でこれまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施
定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入。（水稲共済細目書における面積）

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

４２０ｈａ ３９５ｈａ ３ｈａ ９６．５８％

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入
※２ 集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画

利用権設定が満了する１２月頃に、農業委員により利用権再設定や地主の理解を
求めることにより面的集積を進める。
掘起し活動を行い、未設定農地の解消を図る。
農地中間昌二率米の利用による集積を進める。

活動実績

・１０月 ～１２月

　

利 用＝：．ハ．‐７両 日こ汗ン更布ー」－ｃｖノ宋ｒＪ乃だ。
・通年

　

広報誌や窓口へのパンフレット掲示による農地中間管理事業の制度周知を
実施。
・２月

　

農業座談会等で農業者への周知を図った。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標面積は、適切な数字だったと捉えている。

活動に対する評価
集積面積が目標に到達しなかったが、前年同様に農林課と連携して、利用権の再
設定の推進や、農地中間管理事業の利用の推進活動は実施できたと捉えている。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

３

　　

経営体 ２

　　　

経営体 ｏ

　　　

経営体

平茅ｚ′サニ判親参入者
福的旦Ｌ音農掬而桔 ；取得し力農Ｈｈ商標 が取得し弁塵掬面積

３．５

　　　　

ｈａ ０．３

　　　　

ｈａ ｏ

　　　　

ｈａ

課

　　　　

題 継続的な新規参入者の確保

　

記入し、法人雇用

　　

元

　　

は己

　

まい。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

※２
※３

達成状況（②／①×１００）

達成状況（④／③×１００）

間に新たに参入した新規参入者数を

、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
・新規参入希望者の農地取得等に係る相談（通年）
・青年等就農計画の作成に係るフォロー（通年）

活動実績
新規参入希望者に対する相談体制は整えていたが、新規参入希望者が現れなかっ
た。（通年）

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標数値は適切な数字だったと捉えている。

活動に対する評価 新規参入希望者を探すのは困難であり仕方ないと考える。



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

精（Ａ１‐一ー

　

蚕醗扉談罰幅諺繍嗣Ｂ） １１‐割合宿アＡＸＩＯ
Ｏ」

１，１３７ｈａ

　

ｌ１

　　　　

８．４ｈａ キー

　　　　　　

ｏ．６２
現

　　　　

状
（平成３０年４月現在）

齢化や担い手不足により、今後も条件不利地を中心に遊休農地
また、相続による町外在住所有者の増加により遊休農地化が懸念

　

課

　　　　

題

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号
の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標①

　

ヒ

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００）

１

　　　　　　

ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｌ．ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌｌｏ％

※１ 解消目標は、．活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

農地の利用状況
調杏

２３人 ８月 ～９月

　　　　

１

　　　

１０月～１１月

コ

　　

， ・Ｍ

　　

Ｉ々 壬昌
言Ｄ省｝力７太

　

１皿ザハ
－－り二：リスト及び

　　　　　

， ，－

　

…且色言う。
←

　

必

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ハ

　

臼

　

イｈ－

　

－”

浅局小免二・－】．・^ －’

　　　　　　　　

□

　

＆．」ノｏ

農地の利用意向
言周杏

調査実施時期：１２月～１月

その他の活動

　　　

三

　　　　　

・

　

・

　　　　　　　　　　　　　

コ“▲

　

」」」ふ幡」目口

　　　　　　　　

：

　

』●・

　　

一γ・

　　　

三．・ー

活
動
実
績

農地の利用状況
調査

調査員数（実数）

　　　　　　　　　

調査結果取りまとめ｛刃

２２人 ８月 ～９月

　　　　　　　　　

９月～１０月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １１月～１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　

１２月～１月

第３２条第１項弟１号 第ｏ‘条第１項弟乙号 第３３条

調査数：

　　　

４２筆 調査数：

　　　　　

筆 調査数：

　　　　　

筆

調査面積：

　　

２，２

　

ｈ 調査面積：

　　　　

ｈ 調査面積：

　　　　　

ｈ

その他の活動

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　

ａゴロ

　　　　　　

：

　　　　　　

，

　　　

ａ

　

－ｐ

　　　　　

貝：

　　　　　　　　　　

ａ

　　

ーロ

　　　　　　

．

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標を上回る結果となった。

活動に対する評価 概ね活動計画に即した活動が実施された。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３０年４月現在）

課

　　　　

題

１

　

の

　　　　

に

　　　　

て※

　

違反転用面積は、活

　

言画に記

　

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

　　　　　　　　　　　

増減（Ｂ－①）

１
実
嚢 －

　

減

　

ｌ

　　　　　　

ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

※

　

実、は、年

　

末時点の違反転用面積を記入

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画 農業委員、推進委員による普段のパトロールにより早期発見、発生防止に努めるとと
もに、違反転用者の指導にあたる。

活動実績
二【…女員、

…Ａ＝、ロによ・ 貫！－“局を旭ハトレーノレを′より箱１に７上１犀双肱川Ｖ／元ｒ土！！」

に繋がった。（通年）
委員会全体で総会の議案として上っていた案件の農地パトロールを実施した（１１
月）

活動に対する評価 活動計画に即した活動が出来た。

に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づくョ許可事務

　　

（１年間の処理件数：１７

　

件、うち許可 １７

　

件及び不許可

　

０

　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 担当地区委員及び事務局職員による現地調査や添付書類等による書類審査

是正措置

総会等での審議
実施状況 関係法令、審

査基準に基づき議案ごとに審議を行っている。また、農業委員、
推進委員が意見を述べている。

是正措置

コ

　　　　　　　

！ふ

　　　　

や

　　　　　　　　　

ヨ

　　　　

ー－

　　　　　　

≧

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録に記載し、公表している。

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から２８日１ー処理期間（平均）１

　　

２ｏ日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　

１６

　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

立地基準や一般基準等について確認するとともに、複数の委員と事務局職員
で現地調査を行っている。

是正措置

三

　　　　　

・

　　

γ

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｚジ畏

　　　　　

・、、

　　　

ア

　　　　　　　

ふ／＜‘〉

　　　

γ

　　　　　　　　　

、

総会等での審議
実施状況 許可

基準に基づき転用事業内容、立地状況等について総合的に判断してし
ろ。

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録に記載し、公表している。

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から２８日１１処理期間（平均）１

　　

２ｏ日

是正措置

３

　

農地所有適格法人からの報告への対応



点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
つし、て

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

法人

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　

３

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ３

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　

法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員
会が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人
数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　

鵬 件 １公表電成 廓月

情報の提供方法：ホームページ、農業委員会だより

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　　　　　　　　　　

１取りまとめ時期

　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年１月

情報の提供方法：「芭掬戊竺↑； 動‐借賃等調査」により府に情報提供を行っ
た

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　

１，１３７

　　　　　

ｈａ

データ更新：

公表：窓口にて閲覧

是正措置

※その他の事務
上記□から切に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計
画を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめるこ

と。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

く要望・意見〉

　

意見なし

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　　

た事務

安至・意見〉

　

意見なし

〈対処内容）

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処
方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

　

の他の方法で公表して

　

ハる

　

農業委員会事務局の窓口で閲覧を行っている

ＨＰに公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　

０

　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

くーＨＰ
に公表していゑ〉

　

その他の方法で公表している



御ｊ紙２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会 名 ：

　　　

伊根町

　　　

１
ー

Ｔ
１ 農業委員会の状況 （平成３１年３月３１日現在）

農業の概要

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

１１９

　　　　　　　

５

　　　　　　　　

５

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０５

　　　　　　　　

５

４

　　　　　　　　

４

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　

１

０．１８

　　　　　　　

０

　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　

０．

４０１

　　　　　

２５２

　　　　　　

２５２

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

スに基づいて記入

　

１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１
※２
※３
項
第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　　　

経営数 （経営）

認定農業者

　　　　　　　　

１９

基本構想水準到達者

　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

１

農業参入法人

　　　　　　　　

Ｉ

集落営農経営

　　　　　　　　

２

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　

２

※農業委員会調べ

墨閉園誓数
１農業
幕
（人）１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

２１７

自給的農家数

　　　　　　　

１０２

販売農家数

　　　　　　　　

１１５

　　

主業農家数

　　　　　　　

１９

　　

準主業農家数

　　　　　　

３６

　　

副業的農家数

　　　　　　

６０

※ 農林業センサス （２０１５） に基

※

　

農林業センサス （２０１５）
に基づいて記入。

※

　

農林業センサス （２０１５） に基づいて記入。

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月・ ９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ３ ３ ３

農業委員

定数 実数

農業委員数 １１ １１

認定農業者 ３

認定農業者に準ずる者 ３

女性 ０

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課顕

　　　　　　　　

遊休農地化を防ぐため認定農業者等の担い手に農地を集積し、農地の有効活

　

＆癖 － 』、

　　

の
，鶏 一

　

ー
」

　

－
叢
－

　

－

　　

魁 率

　

岨１

　　

脚｝胴江′
ー遊休農地

　

… 一
繋
１
農業者等

一
宇 農地
１
集積

　

農地 有 活「

　

課

　　

題

　

繁票麓絡鞠超塾審享受生縄援護『龍議事叢凝守

　　　　　　　　

るように農地の集積を進めていく必要がある。

※１

　

管内の農地面積は、 活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手 （認定農業者及び農業委員会法施行規則

　　

第１０条で定める者） へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 響 叫 ドギ②ずうち塾実績≧１
達成状況樺／①×ｌｏ署１

※１

　

集積面積は、活動計画に記載した集積面積を記入

※２

　

集積実績は、 年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積面積のうち１年間に新規集積面積 （非担い手が自作又は利用していた農
地

　　

のうち、 担い手に対して権利の設定・移転させた農地） をどの程度増加させたかを記入

３

　　

目標の達成に向けた活動

活動計画
８月～１２月農地集積・流動化活動
・利用権設定終期を迎える関係者に意向確認、 更新等の事務を進める。
・中間管理事業に取り組んでいる農業者には更なる集積が可能か検討する。

活動実績

８月～１２月

　

農業委員が地域プランの話合いに参加し、積極的に担い手へ
の集積が促進するよう貸し手・借り手の調整に取り組んだが、今年度は
新たな権利設定にはいたらなかった。
・相対による利用権設定
一斉更新

　

１２月

　

１２月１８日告示分

　

２１筆２．９ｈａ
その他

　　　

２月

　　

２月１９日告示分

　

６筆０．６ｈａ

日

　

可

　

行っ

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 妥当

活動に対する評価 担い手への体惜・」，，‘「任も・でいる。



ｍ

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

新規参入の状況

２７年度新規参入者数 ２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数

２経営体 ０経営体 ０経営体

２７年度新規参入者
が取得した農地面積

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

１７．５ｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　　　

題 手の育成・確保が急務である。

　　

記入し、 法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、 上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

参入目標①

　　　　　　　

参入実績②

　　　　　　　　

達成状況（②／①×１００）

参入目標面積③

　　　　　

参入実績面積④

　　　　　　　

達成状況（④／③×１００）

※２

　

参入実績は、 １年間に新たに参入した

　

規参入

　　　

記入
※３

　

参入実績面積は、 上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　　

目標の達成に向けた活動

活動計画 随時受け入れ等の相談活動を行う。

活動実績 参入の希望等がなかったので活動はなかった。

日ＩＰリを行っ

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 妥当

活動に対する評価 止むを得ない



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

（平成３０年４月現

　

在）
１２９ｈａ ０．２８ｈａ ０・００％

課

　　　　　　

題 が深刻化し、優良農地の保全も厳しい傾向にある。 認定農業者等に農地を集
積し農地の有効活用を図り、 遊休農地化を防ぐことが課題となっている。

※１管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と農地法第３０条第１
項

の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号の遊休農地の合計面積を記入

※２遊休農地面積は、 活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調
査により把握

　

した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　　

、′

　　

３０

　　　　　

西

　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

解消目標①

　　

１

　　

解消実績②

　　

達成状況（②／①×１００）

　　

” ｒ
；^
…ｆ

　

十－

　　

十十

　　　

「

　　　

＾

　　　

Ｍ
Ｉ

　　　

Ｕ，乙け

　　　

ｈａ１

　　　

Ｕ

　　　　

ｎａＩ

　　　

Ｕ

　　　　

街

　

角

　　　

標※１

　

鞠肖目標は、活動計画に記載した 鞠

　

面積を記入
※２

　

解消実績は、 当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１４人 ６月 ～８月 ９月～１１月

調査方法 調査員を農業
委員・農地利用最適化推進委員とし、担当地区毎に

農地を現地調査。

農地の利用意向
調査

調査実施時期：１１月～１２月

その他の活動

　

一口 員数 （安 掛）

　　　　　　　　　　

．知

　　　　　　　

甲 ヤリまと｝ｆ

　

ｒ‐ｂ

活
動
実
績

調査 １４人 ７月 ～８月

　　　　　　　　　　　

９月～１０月

農地の利用意向
調査

その他の活動

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 妥当

活動に対する評価
農地中間管理機構への通知済み。
また耕作者のあっせんは検討したが、 担い手不足により解消とはならなかっ
た。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

１２９ｈａ

　

第１項又は第５条第１項の規定等
一違反はないが、農業者の高齢化

より農地が荒れてきている。

２

　

違反転用面積は、
転用されている農地

実

　　　

績① 増

　　

減 （Ｂ‐①）

ｏｈａ ｏｈａ

活動計画

活動実績

活動に対する評価

※

　

活動実績は、

活動計画に記載した
の総面積を記入

積統計における耕地面積を記入
４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

・随時、農業委員の

　

担当における農地パトロールの

　　

’。
・１１月、 全農業委員による農地パトロールの実施。
２月１７日に全農業委員にてニ斉農地パトロールを実施

る日頃からの取組、また一斉パトロールでの取組により
止されている。

活動実績は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何日何を行ったの
か等詳細

かつ具体的に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

１

　　

地、

　

３条に基づく許可事務

　

農地法第３条に基づく許可事務
（１年間の処理件数；

　

４件、 うち許可４件

　

不許可

　

０件）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 穆 繋露最善繋 綴

による現地確認及び許可申請書添付書類その

　　　　　　　

是正措置 なし

総会等での審議差華麗暮巷
基準と照合し審議

申請者 の審議結実施状況裏繋轟篇鍔聾嘉麗筆誓畿
説明した件数

　　　

ｏ件
果 の通 知

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０件

　　　　　　　

是正措置 なし

　

－

　　　　　　　　

実施状況 議事録により公表
審議結果等の公表

実施状況 誌

　

録により

ら

　

２０日 処理期間 平

　　　　　　　

１５日
処理期間

　　　　

正措置 なし

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

　

１

　　　

の 凡

　　　　

：

　

０

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）
（１年間の処理件数：

　

０件）

　　　

点検項目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

具体的な内容

　

事実関係の確認
実施状況 穆 繋轟量 鷲蟹難易

による現地確認及び許可申請書添付書類その

　　　　　　　

是正措置 なし

総会等での審議蓬華麗嬰巷
基準と照合し審議

審議結果等の公表蓬豊麗著き
録により公表

　　

処理期間

　　　

実施状況

　

標準処理期間

　

申請書受理から

　

２０日

　　

処理期間（平均）

　　　　

１５日

　　　　　　　

是正措置 なし

３

　　

地所

　

適格法人からの報告への対応

　　

“

　　　

目

　　　　　　

目

　

の 地 所

　

、

　　

人

　　　　　　　

況

　　　　　　　　　　　　　

０

　

人

　　　　　　　　　　　

う

　　　

口 日提出

　　

月

　　　　　

人、ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ

　

人

馨橡導格法人からの報 っ警 醒窯鰯 犠畿鰯所
孝

　　　

葺委

　　　　　　　　　　　　　　

出 し まかっ こ理

　　

一

　　　　　　　　　　　　

対 心

　　　　　　　　　　　

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため

　　　　　　　　　

０法人
農地所有適格法人の状況に 鵠 懇 鎚 緩 繊置をとるべきことを勧告し
ついて

　　　　　　　　　　　　　

対応 状 況

　　　　　　　　　　　　　　　　

「

４

　

情

　

の提供

　　　　

　

　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

　　

　

　

　

　

賃借料情報の調

　

実施状況 霞

　

、

　　　

． ２０

　　　　　　　

公

　　　

、′

　

３１年３月

査・提供

　　　　　　　　　　　　

の

　　

、

　　　　　　　

瓦だよりに

　　　　　　　　

正 日置

　

まし

　　　　　　　　　　　

調

　

・

　　　

ー

　　　　　　

１０４

　　　　　　　　　

りま と め

　　　

平

　

３１

　

２

農地の権利移動等

　

実施状況情報の提供方法：情報の提供方法：農地の権利移動・借賃等調査」によ
の状況把握

　　　　　　　　　

り県・国へ情報提供を行った。

　　　　　　　　

正 日置

　

まし

　　　　　　　　　　　　　

用、

　　

地面

　　　

６６０．ｏｈａ

農地台帳の整備

　　

実施状況 データ

　　　　　　　　　　　　　

公

　

： 町ＨＰ

　　　　　　　　

正 日

　　

まし



Ｗ

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する

　

意見なし１Ｆ ず１ 露
見〉

　　　　　

１事務

　　　　　　　　　　　　

〈対処内容）

農地法等によりその権限に
属された事務

〈要望・意見）
意見なし
〈対処内容〉

孤

　

事務の実施状況の公表等

　

１

　

総会等の議事録の公表

　　

旺に公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　

意見の提出件数

　

１件

　

提出先及び提出し 嬢艶箸爾聖岳柔選も、て等

　

た意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

　

ＨＰに公表している

農地等利用最適化推進施策の改善についての，

　

の
意見の提出件数

　

１件

　

山止＝パ坦山十１有害鳥獣被害対策こついて

　　　　　　　　

１

　

山尤択益誓山し 平成３０年台風被害対策について

　

等

　　　

似 女

　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１た意見の概要



の達成に向けた活動の点検・評価

　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 京丹後市農業委員会

月１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　

３６９０

　　　

１１３０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４８２０

経営耕地面積

　　　　　　　

２６９１

　　　　

５３３

　　　　

３５２

　　　　

９１

　　　　　

９０

　　　

３２２４

遊休農地面積

　　　　　　　

６１，９

　　　

３４．６

　　　　

３４，６

　　　　　　　　　　　　　　　

９６．５

農地台帳面積

　　　　　　　

３６５０

　　　

１３４５

　　　　

１３４５

　　　　　　　　　　　　　　　

４９９５

、て記入
状況調査により把握した第３２条第１項

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

１７４

基本構想水準到達者

　　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

２７

農業参入法人

　　　　　　　　

２

集落営農経営

　　　　　　　

２４

　

特定農業団体

　　　　　　

３

　　　

呂

　　

担

　　　　　　　　　

２１

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

３１２４

自給的農家数

　　　　　　

１１８４

販売農家数

　　　　　　　　

１９４０

　　

主業農家数

　　　　　　

２５１

　　

準主業農家数

　　　　　

３０３

　　

副業的農家数

　　　　

１３８６

※

　

農林業センサスに基づいて記入

　　　　　

２５４９

　　　　

１１１１

下

　　　　

１８８

農林業センサスに基づい

　　

農業参入法人

１任期満了年月日

　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

ー ， 』 ，

定数
－

，

実数
－
農協推薦１共済推薦－土地改良撚－議会推薦－

，

計ョ－ １

　

麗
農業者

　　

一

　　

４０代以下

任期満了年月日

　　

Ｈ ３１年 ０

　

６月

　

３

　

０日

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ３６ ３６ １９６

、ずれも記載



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　　　　　

仰

　　　　　　

目

　

の 地面

　　　　　　

これまでの

　　

面

　　　　　　　　　

貝

　　　　　

心へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１７．０５％

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　

４，８２０ｈａ

　　　　　　　　　

８２２ｈａ

　　　　　　　　

平成２６年度に中間見直しした京丹後市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構

　　　　　　　　

想において、平成３１年度までの農地利用集積の目標を管
内の農地面積の５０％に設

　　　　　　　　

定し、担い手への利用集積を進めているが、ほぼ担い手への集
積が出来ているのは

　　

課

　　　

題

　　

国営開発農地だけである。水田部については、土地改良事業を契機に徐々に集落

　　　　　　　　　

営農組織が立ち上り、徐々ではあるが集積が進んでいる。近年は過去に設定し
た利

の集積が出来ているのは
事業を契機に徐々に集落
近年は過去に設定した利
、現状であるが、農業委員、

課

　　　

題

　　

国営開発農地だけである。水田部については、

　　　　　　　　　

こ

　

々 こ

　　　　　　　

営農組織が立ち上り、徐々ではあるが集積が進んでいる。近年は過去に設定し
た利

　　　　　　　　

の

　　

が中心であり利用権の再設定が進んでいない現状であるが、農業委員、
、手のもとへ訪問し、ヤミノ」・作となっている農地の利

１
※２

　

これ

　

での

　　　　

罰

　

、

　

定める者）へ利用集積されてし

２

　

平成３０年度の目標及び実績

・
集積目標①
１
集積実績 ② （うち、新規実績）

１
達成状況（②／①ｘｌｏｏ）１

　　　　　　

２，０ｏｏｈａ

　　　　　　　　　　　　

９０２．４ｈａ

　　

…

　　　　　　　　　　　

８０．４ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　

４５．１２％

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用してい
た農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 終期通知の発送や広報等により利用権設定の推進を図る

活動実績
ヤミ小作となっている農地の利用権設定を行うよう、農業委員、農地利用最適化推進
委員が戸別訪問を行い、微動ではあるが権利の設定が行なえた。
また、３条申請に伴い、ヤミ小作となっている農地の利用権設定

を促した。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
国営開発農地や、地域での話し合いがまとまった集落において、農地中間管理事業
の活用が行われた。

活動に対する評価 国営開発農地を中心に農地中間管理事業の活用が行われ集積面積は増加した。



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

４

　　　

経営体 ５

　　　

経営体 ６

　　　

経営体

２８年度新規参入者
が取得Ｌ音農伽，Ｔ伸

２》牛俣形－親参入者
が取得した農撒，面積

３０牛板材親参入者
が取得し力差抽而浩

８．ｏｈａ ８．ｏｈａ １７．８ｈａ

課

　　　　

題

　　

ョ 面 γヨ

　　　

メ

　　　

の

　　

の

　

ｉ

　　

を、′ー

　

たな新規参入者数を

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　　

４経営体

　　　　　　　　　

６経営体

　　　　　　　　　　　

１５０％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　　

達成状況（④／③×１００）

　　　　　　　　

８ｈａ

　　　　　　　　　　　　

１７．８ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　

２２２．５０％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入
・・・３

　

銘

　　　　　　

は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計
を記入

※２ 参入実績は、１年間に新た
※３

　

参入実績面積は、上記で言

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 認定新規就農者の確保・育成を行うため、関係機関が一体となり就農予定者の支援
を行うことにより、４名程を目標に認定を行う

活動実績 ６個人が就農し達成できた

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 ６個人が就農し達成できた

活動に対する評価 新規就農者、関係機関が一体となり活動が出来た



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

１ 現状及び課題
現

　　　

状
（平成３０年４月現在）

課

　　　　

題

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕
地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農
地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

解消日煙ｍ

　　

ｌ

　　　

解消車鰭⑦

　　　

１ 達成状況（②／①×１００）

　

１

　　

掛÷１［Ｈ“不Ｗ

　　

１

　　　

“Ｔ…ハ帆▽

　　　

ｔ

　　

仙ｍ”ー、Ｖ十▼

　　　

十

　　

１

　　　　

１

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

５．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

６ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌｏ９．０９％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解肖面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法

務の一環で調査する。
また、農地を求める耕作者からの相談により、農業委員、農

地利用最適化推進

委員及び遊休農地利活用推進員が遊休農地の地主の意向を調査（間取り）す
る。

農地の利用意向
調査

調査実施時期：４月～３月

その他の活動

　　

調査員数（実数）

　　　　

，

　

．

　　　　　　　　

調宜縮米取りまとめｎ↓；；

活
動
実
績

ｉ周杏 ５４人
－ － －

　　　　

１

　　　　

５月～３月４月～３月

農地の利用意向
調査

調査実施時期

　

４月～３月

　

第３２条第１項第１号
調査数：

　　　　

９３筆

調査結果取りまとめ時期

　　　　　

４月～３月

　

第３２条第１項第２号

　　　　　　　

第３３条

調査数：

　　　　　

筆 調査数：

　　　　　

筆

その他の活動

ゅ…日

　　　　　　　　　

５ｈａ ゴロ

　　　

員：

　　　　　　　

ａ

　　

－

　　　　　　　　　　　　　

ａ

４

　

目標及び活動に対する評価

，
目標に対する評価１嬉調豊常 にとるこより豊

解消を
禦
防止が進んだこと

墓
標
讐
に達成す１

　

活動に対する評価 繋確
員雛び握
遊
す
休
る
農潔翻濃霧調
推
整
進
を鼻歌寺灘続
動
き臓謙
上
生誕竃薄謝嵩む馨

条件



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

２ 平成３０年度実績

　　　 　　
　　
　　

※

　

裏道は、年蕗末時頂覇置き扉転用面種を記入

・米糠賞Ｌ防塵厨房諺郭両河月
詳細かつ具体的に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく言許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　　

５０件、うち許可

　　　

５０件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係、の確認
実施状況

申請者の全農地の有効利用について地区担当の農業委員及び事務局職員
より現地調査を行う

是正措置

総会等での審議
実施状況 現地の写真を映写し、申請書による審査をする

是正措置

　

藷

　

へ 条△

　

での・一一ー

　　

口」久「＝すむ説

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での絹４高
明した件数

５０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 農業委員会事務局に備え置き、閲覧希望があった場合に公表する

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から １５日１１処理期間（平均）１

　　

１５日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務（意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　　

６４件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農業委員

による現地確認、事務局職員の立会及び添付書類、そのｆ
による書類審査

是正措置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　

＼／‘

　

、ア

　

′

総会等での審議
実施状況 許可

基準を踏まえて、事業内容・立地状況などを総合的に判断し、府に意見書
を提出

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 農業委員会事務局に備え置き、閲覧希望があった場合に公表する

是正措置

　

、

　　　　　　　

塾 圭ｉｇ

　

１

　　

１５

　　　　　　

日

　

、 均 １５日

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

，５日１１処理期間（平均）１

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
ついて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２８

　

法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　

４

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

０

　

法人

　　　

提出しなかった理由

　

督促したが提出なし

　　　　　

対応方針

　　　　

再度の口答による督促

うち報告書提出農地所有適格法人数 ４

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

０

　

法人

　

提出しなかった理由

　

督促したが提出なし

　　　

対応方針

　　　　

再度の口答による督促

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　

法人

提出しなかった理由 督促したが提出なし

対応方針 再度の口答による督促

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

２法人

対応状況
農外収入が大きくなり法人分けを行うか一般法人へ移行
するか、口答により指導

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　

８５４件

　

１
′デー
平成３ｏ年１２月

情報の提供方法：農業委員会だよりをこ賃借料情報の掲載

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況
一－－ －－ －が

　　

件

　

１取りま躍時期年 月

情報の提供方法：

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４，９２１ｈａ

データ更新：年１回

公表：

是正措置

※その他の事務
上記Ｄから班に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画

を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて
取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

く要望・意見〉

なし

く対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

く要望・意見〉

なし

〈対処内容〉

※

　

□～班の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主
な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

Ｈｐに公表している （く孝三珂圏の方法で公表しそ済≧”
、

　　　　

１学 綴 鰯
闘 え置き、公文書公開請求があった場合に公表」

　　　　　　　　　　　　　　

する

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　　

１件

提出先及び提出した 凝議濃艶塵知
業
度
の
の
担蓋手書策生
と
鳥
農
獣
地
被
禾善用対策
優
、
良
実
農勝本露鷺襲爵高選考押そ華市

丹蓄へ
市
意
産

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

′′－

　　　

表

　　

」；

　

その他の方法で公表している

　

ＨＰに公表している


